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平成 4年度学位論文要旨・論文審査要旨

濱砂敬郎氏学位授与報告

報 告番号乙第93号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 4年 5月13日

学位論文題名 統計調査環境の実証的研究

ー日独比較分析一

主論文の要旨

統計調査におけるプライバシー問題は，先進資本主

義諸国に共通な社会的現象であって， 1970・71年世界

人ロセンサスにおいて大きく顕在化していらい，わが

国では調査環境問題として，欧米諸国ではデータ保護

問題として，統計調査の存立条件，統計政策と統計利

用の現代的な方向性，および統計法の基本原則にかか

わる統計研究の課題を提起している。本論文は，わが

国の調査環境問題と，調査反対運動が先鋭化した西ド

イツの国勢調査問題を考察することによって，統計環

境を規定する社会的歴史的条件を分析し，統計環境の

現代的な保全要件と統計環境政策のあり方を明らかに

することを課題としており，「第 1部 わが国の統計調

査環境の分析J,「第2部 西ドイツの統計環境問題」．

および「第 3部統計環境政策の展望」から構成され

ている。

第 1部第 1章「統計環境の分析視角」は，アメリカ

やイギリスの先進的な経験と研究を総括することによ

って，統計環境問題に接近する視角を措定している。

そこでは．統計調壺におけるプライバシー問題が．社

会体制的に，「市民の公共的な存在と私的存在の対立と

緊張」から生成することから，即自的な法手続きの研

究や直視的な調査技術研究の対象であるだけでなく，

社会科学的な統計研究の課題であって，統計調査を規

制する現代的な社会関係を考察する必要性を明らかに

している。第 2章「統計環境の地域分析」と第 3章「統

計調査の現状」は，申請者が組織者の一人として参加

した科研プロジェクト（昭和53~55年度総合 (A))

の全国的な調査研究にもとづいている。表面的には，

住民の調査非協カ・拒否と統計調査員の選任難として

あらわれている調査環境問題の社会的深層性を．総体

的に明らかにするために，統計実査過程の具体相に，
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被調査者＝住民と統計主体＝調査員の両側面から接近

する。被調査者＝住民の側面については，統計環境実

態調査 (1978年）の分析によって，統計調査と統計情

報にかんする住民の心象と意識を地域的・世代的に把

握し，統計調査の秘密保護にたいする根強い疑念の存

在とともに，政府統計にたいする低い社会的な評価が，

統計調査の存立条件を脅かしつつある統計環境の悪化

要因であることを浮き彫りにする（第 2章）。第 3章

は，統計調査員調査 (1979年）の分析であって，統計

調査員の実査体験を集約し，困難化する統計実査の様

相と調査非協カ・拒否の実態にせまる。両章の分析は，

政府統計にたいする否定的な評価，ないしは無関心の

存在にもかかわらず，統計調査を成立させてきた歴史

的な土壌を析出し，それが，こんにち崩壊し，申告義

務規定の適用を可能にする社会的条件が，急速に変容

しつつあることを示している。また，問題の深刻化が，

統計調査の秘密保護措置の徹底化をせまるだけでなく

て，統計調査の調査目的の公共性や統計情報の「公正

機能」にたいする社会批判を引き起こすことを洞察し

ている。第 4章「統計環境と統計行政」は，統計主体＝

政府の問題認識が，統計官庁←→統計調査←→被調査

者という日常的な統計作成のサイクルに限られている

ことから，調査環境問題の社会的深層性を捉えること

ができず，統計環境政策が対症療法的な調査技術的な

措置の域を出ていないことを明らかにし，わが国の統

計政策全体が大きく立ち遅れていることを指摘してい

る。

第 1部は，おおむね1980年代前半までの研究成果を

踏まえているが，第 2章と第 3章のもととなった諸論

文，とくに「統計調査の現状J(日本統計研究所『研究

所報』第 5号1980年）と「統計環境の実証的考察」（『経

済学研究』第46巻 1・2合併号 1981年）は，学会で

は，「現代的な統計環境論」の「展開」であって，「い

わば統計環境問題にかんするその時点での諸研究の，

集大成である」という評価を受けている（経済統計学

会編『社会科学としての統計学」，第 2章 III 工藤弘

安「統計制度・統計行政」 1986年）。

わが国の実証分析が明らかにした論点は，西ドイツ

(1)1980年代の国勢調査問題と，それを契機とする統計

改革の動向によって確証される。第 2部の主題は，西

ドイツの国勢調査問題の急速な展開を追跡し，問題の
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経済学研究

推移の画期的な様相から，プライバシー現象という特

殊歴史的な社会事象が，統計調査の理論的技術的過程

を内在的に規定しており，統計制度の基本的動因であ

ることを確認することである。第 5章「1983年国勢調

査の中止と違憲判決」では，違憲判決によって中止さ

れた83年国勢調査の問題点と，判決によって公詔され

た「個人情報にかんする自己決定権」の意義を明確に

している。また，第 6章「統計調査環境問題の発生と

世論の動向一1983年国勢調査の調査環境ー」では，調

査中止の社会的な背景となった全国的な抗議運動の発

生と，世論調査に反映した国民の統計意識を分析し，

データ保護問題の「社会構造的な基盤」の析出を試み

る。さらに，第 7章「統計調査環境の現況ー1987年国

勢調査の分析ー」は，新しい国勢調査について，実査

過程における調査員の任用拒否問題と調査拒否・妨害

の実態，および国勢調査をめぐる争点を，実地調査の

資料をもちいて紹介している。なお第 5章と第 7章に

は，二つの資料「1983年・ 87年国勢調査問題の経過年

表」と「国勢調査をめぐる E. フェルダー連邦統計局長

とI.ブラウル（緑の党）の紙上討論」が付されている

が，それは論文の内容の理解を容易にするとともに，

それ自体としも，実地調査でなくては得られない好個

の資料となっている。

最後に，第 3部では，統計調査環境における深刻な

社会的対立を背棗として，統計改革岱生成した統計法

の新しい体系（統計調査の調査目的，方法概念と技術

的組織的規定の変革）を考察し，新しい統計環境政策

のあり方を展望する。第 8章「1987年国勢調究法の意

義と課題」は，再立法された国勢調査法の法文と議会

資料を考察の素材として，統計調査を成立させている

統計法の二つの基本規定である秘密保護規定と申告義

務規定の今日的な意義と機能を把握せんとしている。

すなわち，統計調査の新しい二つの基本原則，「個人情

報にかんする自己決定権」と「調査目的の公共性＝統

計の中立性」の緊張関係が極度に高まることによって，

両基本規定が，非調杏者＝国民に「調査回答の真実性」

を強制する消極的な機能にかわって，統計情報そのも

のの「公共性」と「科学性」を確保する積極的な機能

を担いつつあることが明らかにされている。第 9章

「1987年連邦統計法の成立と展望一統計政策の自立性

の指向ー」は，「統計基本法」である連邦統計法の全面

改正が指向する政府統計の公共性原則と統計政策の自

立性原則を，新しい統計躁境政策の基調として評価し

ている。章末に翻訳されている新連邦統計法の全条文

第 58巻第6号

は，統計改革の意義を把握し，科学的な統計政策を構

想する模範的な指針を与えている。第10章「統計学に

おける統計環境論の意義」は，統計環境の現局面が，

統計学研究の全領域，すなわち統計調査論，統計体系

論および統計利用論に提起している問題点と研究課題

を素描している。

西ドイツの国勢調査中止問題は，その劇的な展開に

よって，戦後世界の統計史における最大の歴史的事象

となった。問題の発生とともに，その重要性に注目し，

数次の実地調査によって，問題の推移を丹念に追跡し

た申請者の精力的な研究は，日独両統計界の識者によ

く知られている。また，申請者は，本論文の研究課題

にかんして1979年から学会報告を開始し， 84年から87

年，および89年は学会の共通テーマにかんする報告と

して取り上げられ，本論文以外の関連論文や紹介資料

も，多くの反響を受けてきている。それまで，統計実

践のなかでは，統計関係者の焦眉の課題であるにもか

かわらず，統計学界で関心が向けられていなかった統

計環境問題を，統計学研究の現代的な領域に位置づけ，

その研究の方向を示したことは，高く評価されてよい。

論文審査の要旨

諭文審査担当者副査 rr 

（主査九州大学教授宮川謙三

｝） 伊東弘文

" I! rr 児玉正憲

統計調査におけるプライバシー問題は， 1970• 71年

世界人ロセンサスにおいて大きく顕在化して以来，先

進資本主義諸国の統計制度と統計体系を根底から動揺

させている深刻な社会問題である。その発現の政治

的・社会的様相は国によって異なるが，いずれも統計

調査の存立条件，統計政策と統計利用の現代的な方向

性，統計法の基本原則にかかわる重要課題を統計研究

者に提起している。

本論文は，統計実査がますます困難になりつつある

わが国の「統計環境問題」と国勢調査反対運動が政治

的に先鋭化した旧西ドイツ（ドイツ連邦共和国。以下

西ドイツと略記）の「国勢調査問題」を対象に，統計

調査環境を規定する社会的歴史的条件を分析し，統計

調査環境の現代的な保全要件と統計政策の理念を探求

したものである。論文は 3部10章から構成され，豊富

な実証資料を駆使した論述は詳細であり，平明，かつ

緻密な理論が展開されている。

第 1部『わが国の統計調査環境の分析』は，九州大
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平成 4年度学位論文要旨・論文審査要旨

学経済学部統計学研究室が実施した全国実態調査（「統

計環境実態調査」 1978年，「統計調査員調査」 1979年）

の分析にもとづいて，わが国の統計調査環境問題の社

会的深層性を総対的に解明している。

第 1章「統計環境の分析視角」は，統計環境問題に

接近する視角を設定するために，公民権問題やアイル

ランド問題をかかえるアメリカ，イギリスにおける先

進的な経験と研究を総括したものである。統計調査に

おけるプライバシー問題は，「市民の公共的な存在と私

的存在の対立と緊張」から社会体制的に生成するもの

であるから，この問題を統計法上の手続き問題や調査

技術上の問題に矮小化してはならず，統計調査を規制

する現代的な社会関係を視野におさめた社会科学的な

統計研究の課題として，正しく位置づける必要がある

というのが著者の立場である。第 2章「統計環境の地

域分析」，第 3章「統計調査の現状」は，前述の全国実

態調査の結果を詳しく分析，検討したものである。こ

れによって，表面的には住民の調査非協カ・拒否，統

計調査員の選任難として現象する調査環境問題の社会

的深層性が，住民と調査員の両側面から接近された統

計実査過程の具体相の考察を通じて，総体的に解明さ

れていく。住民の側面については，「統計環境実態調査」

の分析によって，統計調査と統計情報に関する住民の

心象と意識が地域別•世代別に把握され，統計調査の

秘密保護に対する住民の根強い疑念の存在と政府統計

に対する低い社会的な評価が，統計調査の存立条件を

脅かしている統計環境の悪化要因であるとされている

（第 2章）。また，統計調査員の実査体験を集約した「統

計調査員調査」の分析は，困難化する統計実査の様相

と調査非協カ・拒否の実態を明らかにしている（第 3

章）。両章の分析は政府統計に対する否定的評価，ない

しは無関心の存在にもかかわらず，これまで統計調査

を成立させてきた前近代的な社会土壌（旧来の共同体

意識，公的権威主義の残存）が，今日，急速に風化し

つつあるにもかかわらず，申告義務規定の適用を可能

にする社会的条件が十分に成熟していないところに，

わが国の統計環境問題の核心を見出している。また，

問題の深刻化が統計調査の秘密保護措置の徹底化を迫

るだけではなく，統計調査目的の公共性や統計情報の

「公正機能」に対する社会批判を引き起こすことを洞

察している。第 4章「統計環境と統計行政」は，統計

主体＝政府の問題認識が，調査実施過程で生じる統計

官庁と住民とのあいだでの表面的，技術的諸問題の範

囲に限られているため，調査環境問題の社会的深層性

を捉えることができず，統計環境政策が対症療法的な
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調査技術の改善策の域を脱していないことを明らかに

し，わが国の統計政策全体の著しい立ち遅れを厳しく

批判する。

第 1部の実証分析が明らかにした論点は，西ドイツ

の1980年代の国勢調査問題とそれを契機とする統計改

革の動向によって確証される。西ドイツの国勢調査問

題の展開過程とその意義を迫究した第 2部『西ドイツ

の統計環境問題』は，統計調査の理論的技術的過程を

内在的に規定する基本的要因はプライバシー問題とい

う特殊歴史的な社会現象であり，これが統計制度改革

を駆動した動輪であることの解明にあてられている。

第 5章「1983年国勢調査の中止と違憲判決」は，違

憲判決によって中止された83年国勢調査の問題点を整

理し，違憲判決の意義を明確にしている。すなわち，

「情報にかんする自己決定権」（「市民が自分自身にか

んする個人情報の申告・提供•利用について自分自身

で管理・統御する権利」）が公認されたことによって，

国勢調査の全局面がこの観点から問い直され，統計改

革の課題を前而に押し出し，その実践を強く政府に迫

ったとされている。第 6章「統計調査環境問題の発生

と世論の動向―1983年国勢調査の調査環境一」は，

調査中止の背景となった全国的な抗議運動の発生と世

論調査に反映した国民の統計意識を分析し，データ保

護問題の「社会構造的な基盤」が「現代社会に特有な

技術的疎外，政治的疎外および経済的疎外」であるこ

とを明らかにしている。第 7章「統計調査環境の現況

-1987年国勢調査の分析—」は，連邦統計法改正

後の87年国勢調査について，実査過程における調査員

の任用拒否問題と調査拒否・妨害の実態，および国勢

調査をめぐる争点を実地調査によって収集した資料を

もちいて紹介したものである。政府と統計局の真摯な

対応にもかかわらず，国民の批判，反対運動が弱まっ

ていないことに注目して，現代社会の統計環境の悪化

は，現代社会の基底にある対立的な構造条件がひとた

び統計調査の表層に露出すると，統計法や統計政策と

いう上部構造からの作用によっては，容易に解消でき

ない性格のものであるとしている。

第 3部『統計環境政策の展望』は，深刻な社会的対

立を背景として成立した新しい西ドイツ統計法の体系

（統計調査の目的，方法概念，技術的組織的規定の変

革）を考察し，新しい統計環境政策のあり方を展望し

ている。

第 8証「1987年国勢調査法の意義と課題」は， 83年
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国勢調査法に対する違憲判決をうけて，再立法された

87年国勢調査法の条文と議会資料を考察の対象として，

統計法の二つの基本規定である「秘密保護規定」と「申

告義務規定」の今日的な意義と機能を論じている。違

憲判決が確立した統計調査の新しい基本原則，「個人情

報にかんする自己決定権」と「調査目的の公共性＝統

計の中吃性」は，緊張関係を内包するものであり，こ

の緊張関係の高まりに応じて，統計法の二つの基本規

定が被調査者＝国民の「調査回答の真実性」を確保す

るための機能，ないしは統計調査の秘密保護が侵害さ

れることによって生じる不利益から国民を保護するた

めの消極的な機能にかわって，統計情報そのものの「公

共性」と「科学性」を保証するための積極的な機能を

担わなければならないことが明らかにされている。第

9 章「1987年連邦統計法の成立と展望—統計政策の

自立性の指向一」は， 87年新連邦統計法を政府原案

および1B連邦統計法 (80年改定）と比較，検討するこ

とによって，新法が指向する政府統計の公共性原則と

統計政策の自立性原則を新しい統計環境政策の基調と

して位置づけ，そこに西ドイツ統計改革の意義を見出

している。第10章「統計学における統計環境論の意義」

は，統計調査論，統計体系論および統計利用論の研究

動向を簡潔に要約し，統計喋境問題が統計学研究の全

領域にわたって，すぐれて現代的な研究課題を提起し

ていることを確認している。

本論文は，先進資本主義諸国が直面している統計調

査環境問題の全体像を明らかにするため，日本，西ド

イツにおける実地調査にもとづいて，この問題を実証

的，体系的に論じた研究である。本論文は，統計実践

のなかでは，統計関係者にとって焦眉の課題であった

にもかかわらず，統計学界では比較的，等閑視されて

きた統計環境問題を統計学研究の領域のなかに正当に

位置づけ，今後の研究方向を示したものとして，学界

に資するところはきわめて大きい。また，論文を中心

とする専門分野に関する専門知識についても，本人の

研究歴，研究業績に照らして十分であると考えられる。

以上のことから，本論文は経済学博士の学位を授与

するに値するものと認める。
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斐富吉氏学位授与報告

報告番号乙第94号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 4年 5月13日

学位論文題名 経営学発達史

主論文の要旨

本書のねらいは，①日本経営学史を概説し，②日本

経営学史の出発点に関する「通説」の理解に変更を求

める，という 2点にある。いずれも，いままでの斯学

界においては試みられたことのない研究課題である。

1. 方法

筆者の採る「経営学史」研究の視点は，経営学史研

究〔広義〕を経営学史研究〔狭義〕（経営学説史）と経

営思想史研究とからなるものとする。両史は，表裏一

体の関係にあり，経営学史研究の全体を形成するもの

である。

経営学史〔狭義〕は，学説・理論の正確性や妥当性

を，それが生まれた時代背景との関連において歴史的

に検討する。経営思想史は，経営にかかわる諸思想・

諸概念をひろくとりあげ，それが時代においてはたし

た役割や意義を検討する。

いいかえれば，経営学史〔狭義〕は，純粋な経営認

識の結晶体を静的にみる傾向を有し，経営思想史は，

むしろ経営観や経営実践という要素もふくんだ動的な

とらえかたを有する。前者はく学説と人〉を「学説か

ら人をみる」のに対して，後者はく人と学説〉を「人

から学説をみる」のである。経営学史の研究にはこう

した 2側面からの接近方法の統合が必要である。

2. 内容

本書『経営学発達史』は，まず序章「経営学史研究

の方法」において，筆者が主に「経営思想史」の分析

視点に立脚しながら，経営学史の研究として，日本経

営学史の概観を試みることを説明する。

本書は，日本経営学史の全体像を，①近代経営学（組

織論的経営学説：規範的実践科学的志向）と②マルク

ス主義的経営学（個別資本運動説：批判的理論科学的

志向）とに大別した学派分類のもとに概説する。

しかし，第 1章「経営学の誕生」（神田孝一の工場管

理学研究）と第2章「経営学の創始」（上田貞次郎の商

工経営論研究）は，日本経営学会創立〔1926(大正15)

年 7月〕以降，活発に展開されてゆく〔上述の①と②
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のような〕日本経営理論の研究展開に直接的に連関し

ていかない，それ以前の時期にかかわる学史的事情が，

日本経営学の歴史にはあったことを解明している。

日本経営学史の出発点は，その日本経営学会の創立

時に求められていた〔したがって経営学は昭和の学問

であると観念されていた〕が，実はこの理解は根拠の

ない恣意的な措定であった。なぜなら，この措定は，

明治・大正期における経営［理論」的な研究がどのよ

うになされてきたか，この事実をみたうえでのもので

はなかったからである。当時における，神田および上

田〔とそのほか〕の学説・理論を究明すれば，日本経

営学史の出発点は，もっと早い時期におかれることが

わかるはずである。

とくに日本経営学史の解明において注意したいのは，

明治・大正時代における工場管理学の系譜をあわせて

歴史的に研究しなければならない点である。日本経営

学会創立以前の日本経営学史の理論展開は意外としら

れていない。工場管理学方面の研究によって，日本経

営学史のみなおしがはかられることが，本書の研究よ

り明らかになったものと考えている。

本書の研究は，日本経営学史の出発点を大正 7

(1918)年ころに求める。

第 3章以下の論及は，昭和初期のころにはすでに日

本経営学の源流を生成させていた著名な経営学者たち

を中心に，その諸学説・諸主張を聞き，これらを批判

的に吟味しつつ，現在までの軌跡をたどっている。

論及の対象となった経営学者たちの姓名は，つぎの

とおりである。

増地庸治郎•平井泰太郎・村本福松・中西寅雄・佐々

木吉郎・馬場克三・中村常次郎・北川宗蔵・牛尾真造・

古林喜楽・池内信行・馬場敬治・山本安次郎・高宮 晋・

古川栄ー・山城章・藻利重隆・栗田真造・高田 馨・

占部都美・その他 5名である。

日本経営学史の全体的概観を試みて思うことは，日

本経営学の理論的課題が個別資本運動説と近代組織論

の両研究を総合しなければならないとういことである。

というのは，双方の研究課題は，本来，経営学研究が

同時に包摂すべきものと考えられるからである。その

双方の立場が，いつまでも没交渉のような事態はさけ

られねばならない。

このことは，学問のもつ思想的・信条的な違いをこ

えて意識されなければならないことと考えられる。

論文審査の要旨

主査九州大学教授川端久夫

論文審査担当者！副査 fl JI 原田 買

II 
JI 

｝｝ 丑山優

本論文は，筆者の20年にわたる研究を集約したもの

で日本経営学史の全体像に対する概説的叙述と同時に

日本経営学史の出発点についての‘通説’を変更する狙

いもこめて書かれている。

序章「経営学史研究の方法」では，欧米の学説研究

を重視して自同の学説研究に不熱心な‘日本経営学の

伝統ないし惑性を批判するとともに，本論文全体の

視座と方法を述べる。広義の経営学史研究は，経営学

説史と経営思想史とから成り，前者は学説の正確性・

妥当性とその推移を生成基盤との関連において検討し，

後者は経営にかかわる思想・概念を広く取り上げ，歴

史的な意義や役割を解明するもので，表裏一体の関係

にある。いいかえれば経営学史は，‘人から学説をみる'

経営思想史と呼応しつつ，‘学説から人をみる＇形で，時

代背景をふまえながら展開すべきものであり，具体的

には‘学派中心＇の叙述となるが，年代誌・文献史・個人

別の特徴把握などの方法も併用する，としている。

第 1章「経営学の誕生」では日本の「経営学が大正

末期から昭和初期にかけて， ドイツ経営経済学の輸入

により，商業学を母胎としてそこから分裂，成立した」

という通説的理解に異を唱え，日本における科学的管

理法の導入と関連する大正期工場管理論の動向に注目

し，神田孝一『実践工場管理』 (1912)等に代表される

諸研究をもって‘経営学の誕生＇とする。

第 2章「経営学の創始」では，明治末期にはじまる，

上田貞次郎の商事経営学形成の努力＿一旦途絶して

昭和初年に『商工経営』として結実する一ーを，その

企業経営に対する現実感覚と欧米学者に先立つ独創的

な構想のゆえに‘創始＇と評価する。もし，上田の研究が

工場管理論の系譜を包摂しえたならば，日本経営学は

当初から個性的な理論を展開したことであろう。現実

には日本経営学会設立 (1926年）前後からそうした伝

統と断絶しだ輸入学問’が，学界を主導することになっ

た，というのである。

第 3• 4章「経営学の確立」 (1)(2)では，昭和初期，

主としてドイツ経営経済学諸派の導入・消化の形で展

開した＇確立期の日本経営学の連峰を紹介・論評してい

る。上田の系譜を引く増地庸治郎•平井泰太郎・村本
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福松らの学説は，ドイツ経営学自体に内包された講壇 んど無視されてきた中村の寄与を発掘・再評価してい

性＝現実遊離性が日本の政治・経済・学問の後進性を る点は本論文の一つの特徴である。

反映してさらに増幡したものとして現われ，戦争経済 第 6• 7章「規範学派の形成」 (lXZ)及び第 8章「規

の展開と共に無残な時流迎合に陥った。この悪しき規 範学派の構想」では，今日，ほぼ声価の定った諸説の

範論的志向は．戦後にも尾を引く日本経営学の宿病と なかから池内信行，馬場敬治，山本安次郎など10人を

なっている。他方，そのような傾向を批判し．マルク えらんでそれぞれの特徴的な業績と問題点を紹介・論

ス経済学による修正・補強を施すことで理論科学を志 評している。

向した中西寅雄・佐々木吉郎らは，日本独自の‘個別資 第 9章「個別資本学派の再考」では，第 5章で扱わ

本説’を創始したが，これまた多くの弱点を抱え，戦時 れた諸説の継承・批判・再展開を試みた諸説のうち主

体制の深化の中で挫折・転向の途をたどることになっ 要なものについてそれぞれの独自主張を紹介し，評価

た，と指摘する。 と批判を加えている。

第 5 章以降は，確立期に形成された 2 つの潮流— 結章「経営学と経営学史―なんのための学問か

実践科学性を標榜する近代経営学＝組織論的経営学説 —」において，筆者は本論文の狙いを再説し，日本

（規範的志向）と理論科学性を強調するマルクス主義 経営学の輸入学問的性格，それと関連して「‘理論＇と‘実

的経営学＝個別資本運動説（批判的志向）—を軸と 践＇との関連性に対する明瞭な意識，すなわち学問の当

して，おおまかな時代順に交錯させながら論述する手 然もつべき党場」の欠落，戦時・戦後を一貫して底流

法をとっている。（別掲・系譜固参照） している時流迎合的性格を指摘すると共に，日本の経

第 5章「個別資本学派の復興」では，戦時期にも転 営学者が欧米理論のみでなく自国の経営学の歴史と理

落を免れ，戦後に復活，本格的な展開をみた‘批判経営 論状況を真剣に研究し，そのなかから‘この国なりの個

学の諸説—馬場克三，中村常次郎，北川宗蔵ら— 性ある理論’の出現を期待する旨を述べている。

を取り上げ，それぞれの主要業績と独自主張を紹介し 以上，著者の経営学史研究の基本姿勢，それと密接

つつ後進による批判を含めて学史的位置づけを与えて に関連した日本経営学の出発点にかんする新提案，大

いる。とりわけ，個別資本説の流れの中で，従来ほと 胆な学派分類による全体的・総合的鳥厳によって可能

明治時代 1大正時代 I昭和前期一ー戦時体制期 昭和3D年代

昭和2D年代
昭和4D年代

rー---村木揖松 高田益

(1'90-1973) (1915-) 
市原季一J訂9は9ニ一四□,,2,_,,,,, I 実践科学的志向

上田貞次郎 増地属治郎 古）II栄ー・山城章・藻利重隆
6-1945) (1904-1985) (1908-) (1911-) 

馬場敬治 高宮晋
占部都美,~組ほ論的経宮学説一
(1920-1986) 

(1897-1961)―7 (1908-1'86) →規範的志向

,. __一—-山本安次郎

池内信行
(1904-) 

(1894-1972) 
- ---- -

性扇五ご酒＃正三一郎・;,
r 
: : (1907-) (1901-1981): ! 
, L ______、

I 大木秀男• I 
: i「経営技術学

： r-一佐々木吉郎 ， 

現 I J―ー五：：;; C —--------」 j
: (1909-1949) I I の構想」

, __中西寅雄
二中村常次郎

""''"''t三二—冨~-予ー一方は呵マル~;:義的

:',; 似翌刊竺ご/三i旦I個::::こー科学的志向
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となった日本経営学の基本性格ないし宿病の摘出，な

ど，本論文は多くの賭目すべき主張を含んでいる。

(1) 日本経営学の出発点を，大正期に展開した工場管

理の理論と実践に求めることは，従来のドイツ式（企

業経営に関する高等教育機関の設置と独自の教科目

の確立）の成立指標をアメリカ式に変更することを

意味する。この提案は，戦前の日本経営学が‘骨はド

イツ，肉はアメリカ’にもとめていた状況から戦後骨

肉ともにアメリカに求める状況を持続・定着させた，

という歴史と現状からみて，適切である。また近年

日本的生産システムの優位性が論じられ，それを実

践的基盤として普遍性をもった国産経営学の構築が

期待されていることもその妥当性を裏づけるであろ

う。

(2) 本論文が扱った諸説の系譜図にみられるように，

日本の経営学説を二大別し，経済学説の通俗的分類

になぞらえで性格規定することは，学説そのものの

問題史的推移や方法史的発展を跡づける上では，適

切とはいえない。組織論的経営学説のすべてが規範

的志向をもつわけではなく，個別資本運動説のうち

にも，実践科学的志向の濃厚なものがある。「近代経

営学の立場を全面的に否定しえないし，マルクス経

営学の立場を全面的に肯定しえない」という筆者自

身の立場からしても過剰な単純化であろう。

(3) あえていえば本論文は，経営思想史的偏向をもっ

た経営学史である。学史研究の‘究極は一種の文明

批評である＇とすれば，‘学説から人をみる’方法その

ものは十分な存在理由をもっており，本論文が日本

経営学の現実遊離性・時流迎合性を摘出・糾弾する

点で，ひときわ精彩を放っているのは，まさに，こ

の方法の故である。他H学説から直ちに人をみるの

でなく，学説から出発して人に至る中間の過程に注

目し，諸学説そのものの展開と相互浸透，生成基盤

の推移と呼応する変動の諸相に焦点づけた叙述によ

って補完されるならば，本論文は著しく説得力を増

すであろう。

以上，本諭文は，日本の経営学に対する注目すべき

寄与というに足りる。論文を中心とした専門知識につ

いては，著者の経歴等からみて十分である。よって本

論文は経済学博士の学位に相当するものと認められる。
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高瀬恭介氏学位授与報告

報告番号乙第95号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 4年10月15日

学位論文題名 金融変革と金融再編成

一日本型金融革命の全体像一

主論文の要旨

わが国の金融体制は，金融自由化，国際化の動きを

背景に，これまでにない速さで変わりつつあり，金融

の機能面，組織・制度面でまさに革命的変革が進んで

いる。本論文は，このような金融の多面的かつ大規模

な変革を，その有機的な構造に留意しながら，金融変

革の全体像を体系的，立体的に捉えようとしたもので

ある。

本論文で，特に留意した点は，次の二つである。一

つは，これまで多くの専門家，実務家が展開してきた

金融変革についての議論をふまえ，その集大成をめざ

したこと，二つは，その重要性の割りには解明が遅れ

ていた金融機関の再編成の分野にスポットを当て，新

しい環境の下での業界再編の全体像を明確にするとと

もに，その理論化を図ったことである。

まず，本論文は金融変革の具体的展開を把握するた

め，金融変革を「金融をめぐる客観的与件変化」と，

これに対応する「金融関連経済主体の変革行動」との

ダイナミクスとして捉える方法をとった。この両者の

相互作用により，現実の変革過程は動態的に捉えるこ

とができるし，また，この分析視点は金融変革の国際

比較を行う場合にも，極めて有効と考えられたからだ。

わが国の金融変革の国際比較上の特色は，わが国の「客

観的与件変化」の違いや，「金融主体の行動」の違いか

らもたらされており，この視点からみると，日本的特

色が明確に浮び出てくるのである。

以上の分析方法をとったため，本論文はおのずと次

の三篇から構成されることになる。

まず，第一篇では「金融をとりまく経済的技術的変

化」が取り上げられ，わが国の金融変革の原因となっ

た諸条件が考察される。続く第二篇では，第一篇で取

り上げられた与件変化に対応する「金融主体の変革行

動」が，金融自由化の動きとなって，それが規制中心

の金融体制を壊し，金融機関の再編成を促進して新金

融体制を形成する過程が究明される。そして，第三篇
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では，以上の分析をふまえ，そのまとめとして「政策 されていくのである。そして，その過程で効率的な金

と展望」が取り上げられる。そこでは金融変革下の金 融システムが出来上がり，利用者には利便性に富んだ

融政策の有効性が論じられ，最終案で米国との比較に 金融制度が創られていくのである。

おけるわが国の金融変革の特色が明らかにされ，それ 本論文では，以上わが国で展開中の金融変革の実相

をふまえて今後の変革動向が展望されるのである。 を明らかにし，併せて今後の動向を展望したが，現実

本論文は以上の構成で金融変革の全体像とその基本 の動きはまさに本論文で論述，展望した方向に着実に

性格を論ずるが，論者が各篇で特に分析上力点をおい

た問題は次の諸点である。

まず第一篇では，わが国金融変革の進展に重要な役

割を演じた要因として，低成長経済の定着と，それに

伴う金融構造の変化の要因を重視した。国内的には，

企業金融の変化による大企業の銀行離れや，公共セク

ターでの大量国債発行を起点とする金利自由化の展開，

さらには家計の資産選択行動の変化を反映した貯蓄革

命の進展など，経済主体別に整理される変革要因を分

析する一方，対外的には，わが国における「金融の国

際化」が，資本の自由化から「円」の国際化，金融の

グローバル化へと展開する中で，それが国内の金融変

革をいかに推し進めたかを考察した。

また，金融変革を推進する要因として，金融面のイ

ノベイションを重視したことも，本論文の分析面での

特色となっている。そこでは，情報処理や通信技術の

進歩で，エレクトロニック・バンキングを中心に金融

機関の情報産業化が進み，別次元での金融変革が展開

する側面を明らかにし，金融技術革新の変革効果を究

明した。

第二篇では，次の二点に注力した。

一つは，「金融自由化」問題に焦点を当て，金融自由

化を与件変化に対応する金融主体の変革行動として捉

える視点から，高度成長期の規制中心の金融システム

が，低成長経済への移行に伴う金融構造の変化で崩れ

ていく過程を解明する一方，その延長線上に，金融自

由化の展開方向を探った。

二つは，金融自由化の影響で，金融機関の経営や収

益構造が変化し，それに伴ってわが国の金融制度や金

融機関の業界構造が大きく再編成される制度・組織面

の変革を究明した。自由化体制の下では，金融機関の

業務は同質化し，その過程で金融機関は大規模かつ多

角的な「総合的金融サービス機関」と，自己の得意な

特定金融業務に特化する「専門的金融サービス機関」

に分極化する一方，地域圏に特化する多種多様な金融

機関は，生き残りをかけ，一段の規模拡大と多角化を

迫られ，合併や業務提携，系列化を通じて広汎に再編

成されていくことになる。それに，ノン・バンクや政

府系金融機関の再編が加わり，金融組織全体が再構築
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進みつつある。

論文審査の要旨

主査九州大学教授深町郁禰

論文審査担当者！副査 ！） ／｝ 徳永正二郎

／｝ ｝｝ 助教授）II波洋一

本論文では，わが国の金融変革の特質の全体像をと

らえることを研究の対象としている。本論文の筆者は，

日本の金融変革を古い規制中心の金融体制が新しい自

由な金融体制に移行する過程とみているが，「わが国の

金融変革は米国の金融変革に比べ」，どのように「大き

な特色をもっているか」を明らかにすることを目標と

している。したがって本論文では，まず「日米金融変

革の共通点」を基本的大枠として設定し，日米両国の

金融変革のそれぞれの特色を，「金融変革の背景となっ

た客観的与件」の日米の相違，そしてそれらの与件に

働きかけていく「金融主体の変革行動」のダイナミズ

ムのそれぞれの国での違いからとらえる独特の分析視

点が用意されている。この分析方法を用いることによ

って日本の金融変革の特色は少なからず浮彫りにされ

ることになる。

この分析方法によって，本論文の構成は，序章「日

本における金融変革―そのダイナミズムと展開方

向」のほかは， 3つの篇から構成される。章の構成も

含めて提示しておく。

第 1 篇「金融変革の経済的技術的背崇—金融変革

の客観的要件一」，第 1章「企業金融の変貌と金融変

革」，第 2章「国債を抱いた金融体制と金利自由化」，

第 3章「資産選択の変化と貯蓄革命」，第 4章「金融の

同際化と『円の国際化』」，第 5章「エレクトロニック・

バンキングと情報革命」。

第 2篇「金融自由化と金融再編成一金融変革の主体

的要件一」，第 6章「金融の自由化(1)―高度成長期

の金融システムの崩壊と金融の自由化一」，第 7章

「金融の自由化(2)―-金融の自由化の展開方向と金融

の効率化ーー」，第 8章「金融変革下の金融機関収益構

造の変化と経営動向」，第 9章「金融再編成の基本方向

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked



平成 4年度学位論文要旨・論文審査要旨

と金融秩序問題」，第10章「金融変革下におけるノン・

バンクの動向と金融再編成」，第11章「郵貯問題と政府

系金融機関の再編成」。

第 3篇「政策と展望」，第12章「金融変革と金融政策

の有効性」，第13章「金融変革の日本的特性とその展望

―米国との比較において＿」。

「金融変革の客観的要件」を分析対象とする第 1篇

「金融変革の経済的技術的背景」では，企業，財政・

国｛責，家計の 3つのセクターと金融国際化，エレクト

ロニック・バンキングの視点から分析されている。 3

セクターの分析から述べていこう。

金融機関とくに商業銀行，そして金融市場にたいす

る影響を企業金融の変貌からどう説明できるか。これ

が企業セクターの問題である。変動相場制移行直後の

1974年，日本経済は高度成長から低成長へ転換した。

高度成長期の71年に主要企業（製造業）の資金調達の

うち27%にすぎなかった内部資金のシェアは， 84年に

は72%となり， 85年にはすべての資金調達をまかなう

までになった。企業金融の変化としてまず81年以降の

自己金融の強まり，そして銀行等の借入れから証券市

場を用いる資金調達への多様化，「企業の銀行離れ」，

融資系列，メインバンク制など銀行と大企業の癒着関

係を具体的に分析している。金融市場にかんしては自

由金利市場の発達が著しい。コール市場，手形市場な

どのインターバンク市場に比べて譲渡性預金

(NCO), 外貨預金などのオープン市場がさらに拡張

している。大企業の内部資金は実物投資に向かうだけ

でなく，金融資産として貯蓄された。

財政・国債セクターでは「国債を抱いた金融体制」

が分析対象である1975年以降の国債の大量発行・累積

の時代には，証券取引所での大口取引市場の開設，証

券会社による80年の中期国債ファンド（中期国債投資

信託）の開発，さらに銀行の決済機能と証券会社の中

期国債ファンドの投資機能を結合した CMA(cash 

management account)が開発された。 1965年度の国

債発行後も国債金利は硬直的な規制金利体系の基軸金

利であったが， 75年以降の大量発行にさいしては，そ

の消化，売買のために国債金利の実勢化と自由化が必

要だったのである。

さらに家計セクターでの金利選好と金融資産の選択

にもとづく貯蓄構造の変化が分析される。金利自由化

にもとづいて，まず高利回りの中期国債ファンド，信

託銀行のビッグ，長期信用銀行のワイド，第2の市場

金利金融商品の銀行の譲渡性預金(NCD),相互銀行の

MMCが開発された。さらに複合金融商品である銀行
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の決済機能と証券会社の投資機能を結合した CMA,

銀行の決済機能とカード会社のカード機能の結合が出

てきている。こうした金融市場の拡大は，個人が金利

選好に目ざめ金融資産の選択を行ったことにもとづい

ている。この家計セクターの貯蓄構造変化は信託銀行，

長期信用銀行の高利回り商品による資金集中力を強化

しはするが，これに対応する長期の資金運用は低迷し

ており，資金吸収面と運用面のミス・マッチが拡大す

る。このギャップを埋めるには短期の貸付信託や海外

CDなど短期運用への進出を求められている。銀行，と

くに都銀は中・長期のターム・ローンなどの貸付が貸

出の半ばに及ぶが，長期資金の調達はまだ制限されて

いる。資金吸収が短期で運用が中・長期というミス・

マッチを埋めるには，長期預金の開設，金融債の発行，

信託兼営の長期資金集中への進出が求められている。

企業，財政・国債，家計の 3セクターにおける客観

的要件からの上向分析で商業銀行，信託銀行，長期信

用銀行，相互銀行のあいだの業態区分が低くなり，資

金吸収面と運用面で同質化していることに注目された

い。

以上は金融変革の客観的要件である。だがこのほか

に，本論文は金融変革を可能ならしめた「技術的要因」

としてエレクトロニック・バンキングのイノベーショ

ンの位置づけを求めている。今日の「第 3次オンライ

ン・システム」は，従来から稼働している国内勘定処

理と顧客情報を中心とする「基礎情報システム」，なら

びに全国銀行データ通信システムなど外部と接続した

「ネットワークの統合管理システム」の 2つの基幹シ

ステムをさらに拡充する一方，これに新たに国際業務

全般にわたる「外国システム」を結びつけている。こ

れによってファーム・バンキング，ホーム・バンキン

グ，銀行POSシステムが可能となる。

ファーム・バンキングには，会計情報，金融経済情

報のほかに，「データ通信による資金決済」と「資金集

中システム」の 2つの決済機能がついている。「資金集

中システム」とは，支店，工場の口座にある資金の一

定残高以上を本社の口座に振り替え集中するサービス

である。企業側からいうと，従来短期資金であったも

のが高利回りで長期資金として運用できるようになる。

しかし銀行にとっては「従来企業の流動性預金を集め，

これを貸し出して利ザヤをかせぐという「伝統的商業

銀行業務』の基盤を大きく崩す」ことを意味している。

企業は資金効率を高めることができて，資金の高利回

り金融資産への振替運用サービスを銀行に求めること

になる。しかし銀行にとってはこの第 3次オンライン
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にたいする巨額の投資は「収益に寄与する投資」とし くクローズ・アップされている。

ての性格が薄いが，他行との競争上では実施せざるを 本論文は，高度経済成長から低経済成長への転換を

えない。そこで投資負担を少なくするため開発をすま 歴史的に押さえ，米国金融革命との対比によって「日

せた銀行からソフトを買い，その銀行のコンピュータ 本型」金融変革の特色を「全体像」においてとらえる

ーの網に組み込まれるしかない。特定銀行を中心に「情 ことに大きな成果をあげている。そのことは，「金融変

報系列」化の動きが拡大していくことになる。経済の 革の客観的要件」で日本の企業，財政・国債，家計の

高度成長から低成長への基調転換による金融構造の変 3セクターの経済的背最の変化を歴史的に追跡したこ

革と情報産業化という産業構造の変化による金融構造 と，そして「金融変革の主体的要件」のレベルで金融

の変革が，オーバーラップして新しい金融体制を確立 機関の金融自由化と金融変革の過程を詳細に検討した

していく。 ことにもとづいている。客体と主体の 2つの分析視点

金融の国際化について，著者は， (1)経済成長に占め を区別する分析方法をとられたことを高く評価したい。

る実体経済の国際化，輸出入の GNPに占める割合が それぞれの分析視点で豊富な資料が収集整理され，そ

1965年の19.2%から85年には33%に上昇したこと， (2) れにもとづいて金融再編成の現状と予測が多面的にす

わが国の投資・貯蓄バランスのギャップ， (3)円高によ べての金融機関，ノン・バンクにわたって展開されて

る企業活動の多国籍化を金融主体の行動ととらえる。 いる。銀行の調査担当者としての長期間の活動にもと

円建 BA市場，リスク・ヘッジのための先物市場，東 づく業績である。また理論的には第 3次オンライン・

京オフショア市場の開設が述べられている。 システムを資金決済レベルでとらえ，企業による短期

第 2篇「金融自由化と金融再編成ー一金融変革の主 資金の節約と長期資金への運用が「伝統的商業銀行業

体的要件—」では，第 1 篇で取り上げられた客観的 務」の基盤を崩す，という立論は剌激的な問題提起で

要件に対応する「金融主体の変革行動」が金融自由化 ある。本論文は日本型の金融変革を体系化した労作と

の動きとなり，金融機関を再編成し，新しい金融体制 して評価できる。

を形成していく過程がのべられている。まず1974年を 本人の経歴，研究業績からみて，本論文は経済学博

境に銀行収益が「総資金利ザヤ」の縮小で低減し，そ 士を授与するに値するものと認める。

れにともなって都市銀行を中心にリース，カード，投

資顧問，信用保証などの金融周辺業務へ展開すること 青オ対建氏合紆立栢そ与率屁告
になる。

また金融業務の同質化のもとでは，金融再編成の方 報告番号乙第96号

向は「総合的金融サービス機関」，「専門的金融機関」， 学位の種類経済学博士

そして「地域密着に特色をみせる金融機関」の 3つに 授与の年月日平成 4年11月18日

分化していく。まず都銀，地銀，長期信用銀行，信託 学位論文題名太平洋成長のトライアングル

銀行，信用金庫，信用組合，農業協同組合などの金融 一日本・米国・アジア NICs間の構造

機関，そして証券会社，保険会社，消費者金融の 3つ 調整一

の側面をめぐるノン・バンクの金融変革のなかでの動

きが体系的に展開されている。さらに第11章「郵貯問

題と政府系金融機関の再編成」において，経済の高度

成長期から低成長期への推移が政府系金融機関の公的

金融の役割を質的，量的に低下させていることが検討

される。郵貯はすでに1985年以来32%をこえ民間銀行

合計を超過している。筆者は郵貯を含めた公的金融の

資金調達と運用システムの変革を導き出している。

第3篇「政府と展望」では，「金融変革と金融政策の

有効性」において高度成長期にたいして低成長期の金

融政策の変化が検討され，マネー・サプライ・コント

ロール重視に論点が集中されている。最終の第13章で

は米国金融革命との比較で日本金融変革の特性が大き

- 82 -

主論文の要旨

高揚期にある経済超大国はその強い磁力によって

諸々の産業や宮を引きつける凝集効果を発揮する一方，

続く時期に旺盛な対外活動を通して自らのダイナミズ

ムを周辺に伝播させていく。かくして周辺諸国に活力

が蓄積され，ここが新しい成長波及源となって世界経

済の動態が持続されていく。

第 2次大戦後の世界経済において，経済超大国の役

割を果たしてきたのが米国であり，米国が供給するダ

イナミズムを最も効果的に蓄積してきたのが日本であ

った。日本は現在，経済超大国の様相をみせ，米国が
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世界でこれまでに果たしてきたと同様の役割つまり資

本財，技術，資金を供給すると同時にそれらを導入し

た国によって生産された製品の吸収国としての立場を，

とりわけアジア太平洋地域において担いつつある。日

本を中心としたアジア太平洋地域は，今や，世界で最

もダイナミックに発展し，世界の「成長センター」と

称されており，世界経済の次期発展拠点の有力な候補

と目されるまでに至った。

世界経済の動態がこうした過程をたどる中で，太平

洋を挟み，日本，米国および NIES•ASEAN の三者の

間で，経済的ダイミナズムを相互にトランスミットす

る強力なネットワークが形成され，固有の経済空間を

誕生させた。つまり，第 1 に日本および NIES•

ASEANとの間で形成された「アジア広域経済圏」と

も形容すべき経済空間である。第2は，ハイテクを中

心とした日米両国間の「太平洋テクノコンプレックス」

ともゆうべき有機的関係である。この 2つを主要な導

管として，さらにとりわけ70年代末以降から，経済関

係を一段と緊密化させている米国とアジア発展途上国

との間の第 3のパイプラインを結合して形成される

「太平洋成長のトライアングル」という経済空間であ

る。これは日本の高度成長期にみられた経済と貿易の

好循環を太平洋地域で再現し，世界経済再活性化の可

能性を秘めるものである。

本論文『太平洋成長のトライアングル』（日本評論

社， 1987年）は，太平洋に出現した経済空間「太平洋

成長のトライアングル」の実体，形成の動因および成

長メカニズムを巨視的観点から解明し，世界経済再活

性化の可能性を探ったものである。本論文の構成と各

章の分析の狙いは以下のとおりである。

第 1章「価格調整機能の復活」，第2章「世界貿易の

新しい傾向」，第3章「ハイテク化と世界経済」，第4

章「高まる太平洋地域の役割」，第5章「日本の輸入構

造変化」，第6章「米国のアジア進出」，第7章「成長

のトライアングル」。

1970年代初頭，戦後世界経済を最も震撼させ，その

分水嶺を画した 2つの事件が相次いで発生した。ニク

ソン・ショックと第1次石油危機である。これを境に，

世界経済は低成長を余儀なくされると同時にスタグフ

レーション，巨大な財政赤字や対外不均衡など幾多の

困難に見舞われた。世界経済はこれらの解決と新たな

る均衡を求めて，調整と構造変化を間断なく繰り返し

てきた。しかし， 80年代に入り特に不均衡調整メカニ

ズムが一変する。これは， 70年代の「マーシャル的調

整」から， 81年以降世界貿易平均輸出価格が5年連続
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して下降し，「ワルラス的調整」に転換したことに象徴

される。 80年代に入り世界経済環境が大きく変容した

のである（第 1章）。

低成長段階に突入した世界経済を再び成長軌道に乗

せるには，「黄金の60年代」の成長メカニズムである経

済と貿易の良循環構造を再構築する必要がある。既に

その動意がみられる。その動因となっているのが産業

のハイテク化である。これは， 73年に発生した第 1次

石油危機で， 60年代高度成長を担った重化学工業から

のマイクロエレクトロニクスヘと技術パラダイムの転

換を契機としている。しかし，産業のハイテク化によ

る産業構造の再編は，高度成長再現にとって，両面が

ある。それは，経済成長と国際分業の再編を促進する

産業の高度化をもたらすと同時に，省資源と省エネル

ギーで輸入依存度が低下して，輸出拡大の抑制要因と

して作用しているということである（第 2, 3, 4 

章）。

変化しつつある技術パラダイムに最も効果的に対応

してきたのが，米国からの導入技術を蓄積し，かつこ

れをベースに独自に技術革新を推進してきた日本であ

る。日本は産業技術を先端技術に切り替えることによ

り，国内産業の発展構造を変えることに成功した。こ

の結果，現在日本は太平洋地域で，マクロ構造変化を

強力に推進するコアとなっている。日本産業のハイテ

ク化は，周辺諸国に効率的な資本財と技術の供給を可

能にし，また素原料から製品へとシフトした輸入構造

の変化が，周辺諸国の工業化を需要面から誘発した。

さらにハイテクに牽引された輸出は競争力を格段に強

化し，生産と輸出構造の高度化を加速させるとともに，

投入構造を媒介にして輸入構造との連動化を強め，輸

入の多様化と高度化をもたらし，周辺諸国の工業品輸

出を一段と誘発させた。つまり，輸出一生産一輸入構

造の 3者が連動化を強め，三位一体となったダイナミ

ックな構造変化は，日本経済全体をいまや世界のマク

ロ構造変化を強力に推進する一個の核と化し，経済変

動の全過程が日本経済のダイナミズムを海外に伝播さ

せるメカニズムそのものになったといっても過言では

ない。

日本経済のこうした構造変化により，日本は製品輸

入比率を高め，特にアジア太平洋地域において，日本

が工業品を供給し，他の諸国から原材料等を輸入する

垂寵的国際分業から，工業品の相互取引を中核とする

水平的国際分業を実現するに至った。かかる経緯で生

まれた日本と近隣諸国との間の有機的関係が前述した

「アジア広域経済圏」である（第 5章）。これは80年代

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked



経済学研究

後半の為替レート調整を契機に，日本企業が特に大景

にASEANに進出したことにより一段と実体のある

ものとなった。同時に，日米を中軸とした先端技術の

貿易•投資の相互交流を通して，両国間で「太平洋テ

クノコンプレックス」という相互依存関係が形成され，

これが米国を一段と太平洋貿易にコミットさせるとと

もに， NIESをハイテク貿易に参入させた。これにより

NIESは，工業化と輸出工業化率を一段と高め，「太平

洋成長のトライアングル」を形成する有力な一角をし

める地位を確立した。（第 6章）。

日本，米国および NIES・ASEANの三者の間で，前

述したようにそれぞれ 2つのグループ間での有機的関

係を確立するとともに，これらを統合すると新たに「太

平洋成長のトライアングル」という構造変動を相互に

伝播し合うスケールの大きい動態的な経済空間が浮か

び上がる。この経済空間の構造変化を促進し，かつ統

合化させているのが米国と日本の MNCによる直接

投資を通じたネットワークであり，これを可能とした

生産工程の長距離化，標準化と分割可能性さらに比較

優位決定要因の変化．情報通信技術の発達などである。

こうした諸要囚が一体となって，太平洋地域諸国間で

相互に財，サービス，資金，技術の循環構造を形成し，

産業と貿易構造の高度化および国際分業の再編を促進

するモメンタムを作り出している。 60年代高度成長期

にみられた経済と貿易の好循環が太平洋地域で再現さ

れ，この地域が世界経済再活性化の拠点となり得る可

能性を秘めるものである（第 7章）

論文審査の要旨

論文審査担当者副査 11 

（主査九州大学教授宮川謙三

II 西村 明

1/ 11 JI 徳永正二郎

現在ではアジア太平洋経済のダイナミズムとそれが

世界経済の構造調整に及ぽす作用は周知のこととなっ

ている。しかしながら，本書がまとめられた86,87年

当時には，太平洋を挟んでその両岸に地域経済圏を生

み出し，世界経済の構造を変革するほどに強力な歴史

的ダイナミズムのマグマだまりがアジア太平洋地域に

形成されていると考えるものはまだ少なかった。国際

経済の研究者の多くは，今日の ASEANの工業化とア

ジア太平洋経済全域に及ぶ構造変化の波を十分に予見

していなかった。日本の ASEAN向け直接投資の歴史

的契機についていえば，それは85年の 9月に主要 5カ

第 58巻第6号

国蔵相によって締結されたプラザ合意とそれに基づく

円高によって引き起こされたのだとする受動的な（つ

まり皮相な）見解が大勢を占めていたといえよう。

本論文は，世界の成長センターといわれるアジア太

平洋地域経済について「経済ダイナミズム」と「経済

構造調整」の両面から問題を提起した先駆的で，野心

的な研究である。いま本論文が執筆された時点にたち

返って考えてみるならば，日本経済の成熟，産業構造

の変化並びに日本経済のダイナミズムのアジア発展途

上同への波及問題として正面から問題を提起した青木

氏の主張は大胆であると同時に大層新鮮であったとい

うことができる。氏はいう。

「太平洋地域で主要な役割を担っているのは米国，

日本そしてアジア NICsである。この三者のうち，太平

洋地域におけるマクロ構造変化を強力に推進している

コアになっているのが日本である。第一次石油危機

で…大打撃を受けた・・・日本の産業は急速なハイテク

化を推進し，省エネルギー・省資源を図ってきた。輸

出はハイテク財の比重を高め競争力を強化し，量的に

拡大するとともに輸出構造はもとより産業構造の高度

化を加速した。輸入もその内部で構造的変容をとげて

いる。・・・この構造変化は日本経済のダイナミズムを海

外に伝播するチャネルとなり，ダイナミズムはとりわ

けアジア発展途上諸国に波及し・・・彼らの工業品輸出

成長の加速および輸出と産業の高度化に貢献した。」

（「序章本書の課題」）

本論文で指摘されているアジア太平洋経済の構造変

化とは具体的には次のようなものである。第一に，そ

れは，アジア太平洋地域において日本，米国およびア

ジア NICs・ASEANを軸に地域的産業を再編成し国

際分業を再編させる動きを指している。第二に，この

地域経済構造の再編成は，「日本の産業・貿易構造変化

を起点とする動きでありながら」，日本とアジア発展途

上諸国との間の有機的経済関係の形成を意味する「ア

ジア広域経済圏」および日本と米国との間のハイテク

を中心とした貿易・技術•投資の新編成を意味する「太

平洋テクノコンプレックス」のふたつに類別される。

このようなアジア太平洋の重層的な構造変化，すなわ

ち80年代後半以降顕著となった「アジア広域経済圏」

の形成と日米経済依存関係の歴史的転換の構図を，著

者は80年代に顕在化した日本経済構造変化（ハイテク

化）とそれによって引き起こされた日本経済ダイナミ

ズムのアジア太平洋経済への外延的波及の問題として

基本的に捉えている。

上述の掃結を論証するために，本論文では第 1章「価
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格調整機能の復活」，第 2章「世界貿易の新しい傾

向」，第 3章「ハイテク化と世界経済」，第 4章「高ま

る太平洋地域の役割」，第 5章「日本の輸入構造の変

化」，第 6章「米国のアジア進出」という 6つの章が準

備され，最後の第 7章「『成長のトライアングル』の形

成」ではアジア太平洋という地域規模で新しい成長構

造がどのように形成されているかを分析している。

本論文のユニークさは第 1章の理論的分析にある。

ここでは，まず， 80年代前半の世界市場に発生した三

つの不均衡の調整過程―すなわち石油価格の下落，

インフレの終息およびドル高の調整過程―がその後

半以降の世界経済を安定的な成長軌道に乗せる準備過

程であったとする「ワルラス的調整メカニズム」の復

活が確認される。その理論を踏まえて，著者は，安定

成長軌道の推進力として内需拡大を行い経済成長を図

る先進国―とりわけ当時巨大な経常収支の黒字を抱

ぇ，ィンフレを抑え込んでいた日本と西独―が，輸

入を拡大させ，途上国の製品を需要するアブソーバー

であるという事実に眼を向けている。

ところで，青木氏にとって「内需拡大」は単なる国

内消費需要の拡大という浅薄なものではない。先進国

の内需拡大は，当該国並びに開発途上国の産業構造の

変革を伴い，そのようなものとして世界経済の再活性

化メカニズムを創出する誘因として位置づけられてい

る。具体的にいうと， (1)先進国側の成長誘因として技

術集約的投資（次世代のリーディング・セクター＝ハ

イテク産業の育成を目指した技術集約投資）によって

産業構造が高度化される一方で，途上国側にも成熟産

業やハイテク産業の移転を受け入れる「地域的発展拠

点」が創出されること，また(2)このような国際的な産

業再編成メカニズムが構築され，後者の生産物のアブ

ソープションとして先進国市場が機能することによっ

て，世界経済の安定的成長＝再活性化メカニズムが本

格的に機能する。

第 2章で先進国主導の世界経済活性化の必要性が分

析され，続く第 3章「ハイテク化と世界経済」ではハ

イテク化による世界経済再活性化の可能性が実証的に

分析される。第 4章では「世界の成長センター」であ

るアジア太平洋で日本，アジア NICs,米国の三者が

「構造変動を促し，経済的ダイナミズムを伝播させ，

太平洋全域の構造変動を増幅している」実態がアジア

太平洋貿易構造のハイテク化と米国市場への依存度の

深化として分析される。以上を踏まえて，第 5章では

日本において内需型経済を推進し，日本を核とするア

ジア太平洋経済の相互依存が深化拡大する必要性が論
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究され，第 6章「米国のアジア進出」では米国経済の

アジア太平洋経済への傾斜ないし融合化が米国産業構

造の再編成並びにアジア生産拠点の形成に深く関わっ

ていた点について実証的な分析がなされている。

第 2章から第 6章に至るアジア太平洋経済の実証的

分析は， 73年以降の世界経済の低成長を乗り越え，世

界経済を再活性化させる与件がアジア太平洋の先進的

部分，すなわち日本，アジア NIEs,米国にどのような

形で形成されているかを，確認する作業であった。そ

の与件とは，「（先進的ー引用者）各国間で潜在的経済

成長率を高める産業構造の，とりわけ製造業分野での

異質化を促進する」メカニズムの存在である。なぜな

ら，この異質化によって「国際分業の余地を拡大し，

更に新たな相互依存関係を形成しうる可能性をもつ発

展拠点の創設」が可能となったからである。著者はま

た，第 2-6章の分析を通して，「発展拠点として期待

されるのは太平洋地域である。」と結論づける。

いいかえると，青木氏は，太平洋貿易ネットワーク

の新しい形成に次のような経済成長のメカニズムを見

て取る。つまり， (1)日本・アジア NIEs・ASEAN間に

みられる「アジア広域経済應」ともいうべきネットワ

ークの形成，(2)ハイテクを中心とした日本と米国の「太

平洋テクノコンプレックス」の形成， (3)これら二つの

ネットワークを主要な導管として，さらに米国とアジ

ア発展途上諸国の間の第三のパイプラインを結合させ

た「日本，米国およびアジア NIEs・ASEANの三者に

よる『太平洋成長のトライアングル』の形成」を確認

し，そのような地域間経済複合体として太平洋経済の

成長メカニズムを把握してみる。

以上みてきたように，本論文では80年代後半以降に

顕在化したアジア太平洋地域の「成長センター」機能

を，理論的かつ実証的に分析しようとした野心的労作

である。まだアジア経済のダイナミックで安定的な成

長・発展が疑問視されていた80年代中葉に，この問題

にはっきりとした理論づけをし，発展の方向性を明示

しようとした意欲的態度と分析力は高く評価されなけ

ればならない。これが87年度の日本経済新聞社の経済

図書文化賞最終選考（『日本経済新聞』 87年11月3日号

掲載）に残るまでの評価を受けた大きな理由でもあろ

う。

本論文は独創的な理論構築を基盤としたアジア太平

洋経済分析の書である。とはいえ，本論文が著されて

数年を経ているという時間の経過を鑑みればいくつか

の問題点が散在するのも自然であろう。たとえば，青

木氏によればアジア太平洋の地域的発展の推進力は先
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進国側の産業構造の高度化とそれに伴う国際分業形成

基盤の創出にある。平たくいえば，先進国による比較

優位構造の創設ということになるが， ASEANの工業

化やアジア各地の局所的経済発展を比較優位理論のみ

をベースにして十全に説明できるかどうか，途上国側

の主体的な工業化政策（輸出志向型産業政策の導入な

ど）と内生的要因についてもっと積極的に言及すべき

ではなかったろうか。また，米国の役割が必要以上に

強調されていないかという疑問もでてくる―もっと

もこれらの点は，後の多くの著書の中で補完されてい

るし， 80年代半ばのアジア経済が米国市場に大きく依

存して成長した事実を考えれば納得できることではあ

るが。

本論文は，当時エコノミスト，日本経済新聞，週刊

東洋経済等の書評でも取り上げられ高い評価を受けた。

また，経済企画庁の年次世界経済報告 (87年）やその

他のジャーナル．民間研究機関の研究書誌でも本論文

の基本コンセプトが積極的に取り入れられ援用された。

本論文が発行されて数年が経つが．その価値は今日に

おいても色あせてはいない。太平洋経済の新しい動き

についていち早く理論的な分析を行ったという現代ア

ジア太平洋経済研究の先駆性に加えて，本論文が提示

したアジア太平洋経済の新しい分析視角は今日でも説

得力をもつものとして研究者に受け入れられている。

また本論文をベースにして，青木氏は次々にアジア太

平洋経済に関する研究成果を公表し，高い社会的評価

を受けている。

豊富なデータを駆使して理論的分析を加え，アジア

太平洋が直面する経済的課題に鋭いメスを入れた本論

文の先駆性は，ョーロッパ，アジアに長期滞在し国際

的視野から実証的研究を行ってきた青木氏の研究態度

と切り離して考えることはできない。また，本論文を

中心とした専攻分野に関する専門知識についても，本

人の研究歴および研究業績等から判断して十分である

と考えられる。

以上の理由から，本審査委員会は青木健氏の本論文

が経済学博士の学位を授与するに値するものと考える。
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高哲男氏学位授与報告

報告番号乙第97号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 4年11月18日

学位論文題名 ヴェブレン研究

一進化論的経済学の世界一

主論文の要旨

ソースティン・ヴェブレン (ThorsteinB.Veblen) 

は，功利主義的社会進化論者 H.スペンサーと異なっ

て，経済社会を「経済人」の織りなす予定調和的な世

界への「進化」過程と捉えはしなかった。彼の特徴は，

経済社会分析のなかに思考習慣＝社会的「行為規範」

の累積的な発展という文化人類学的社会認識を取り込

み，経済学の分析的枠組みそれ自体を著しく拡張した

ところにある。資本主義社会はたんに技術的な「経済

機構」であるに留まらず，歴史的・累積的に展開して

きた統一的な「文化機構」であると捉えられ，その編

成原理と機能構造とが生き生きと解明されることにな

った。「有閑階級の理論』 (1899)と「営利企業の理論』

(1904) とをつうじて体系的に展開された進化論的経

済学の理論構造を，学説史的に再構成した本論文の構

成は，以下のとおりである。

序説 「ヴェブレン的世界」の成立

ー一その原像をめぐって

前編大衆社会の論理構造

一『有閑階級の理論』研究

1章行為規範と有閑階級制度の発展

—文化人類学と経済学との

進化論的な統合の試み―

2章顕示的閑暇と消費

―有閉階級の行為規範—

3章 顕示的浪費の理論と大衆消費社会

4章 有閑階級社会における保守と革新

—社会退行の理論としての

社会進化論—

後編株式会社体制の構造と機能

一『営利企業の理論』研究

5章企業者とその役割

6章貸付信用と株式会社

7章景気循環と慢性的不況の理論

8章軍国主義と社会主義
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平成 4年度学位論文要旨・論文審査要旨

―営利企業衰退の理論—

「種の保存」を生物学的に保証すべく本来人間に組み

込まれている内生因子である「ワークマンシップ本能」

は，つねに無駄（人間の生命活動の拡大に直接役立た

ない）の排除＝「効率」＝生産技術の不断の進歩をもた

らすように作用する。人間の文化的行動のもっとも強

力な内的推進動機である「競争心」 (emulation)=「自

己顕示欲」の発露が許されるのは，この限度内におい

てのことである。社会の生産力が高まるにつれ，「名声

の基準」は武勇・略奪能カ・所有財産の高・顕示的な

消費と閑暇という序次で展開し，重層的な社会的行為

規範の体系を形づくつてきた。

資本主義社会は，非暴力的な略奪である商業と平和

愛好的な労働による富の生産という手段とをつうじて

遂行される「私有財産をめぐるゲーム」社会であり，

最も支配的な行為規範は「顕示的な消費と閑暇」であ

る。大衆は，それぞれの属する社会階層独自の「名声

の基準」を満たすためにひたすら消費の拡大をはかり，

それを実現するために，もっぱら勤労にいそしむ。

顕示的消費には限界がないから，大衆の勤労意欲が

衰えることはなく，したがって技術進歩＝生産力の発

展が続くかぎり，この社会体制は永続化しうることに

なる。隣人に負けないような生活水準を維持するため

にはどうしても子供の数を制限しなくてはならないか

ら，マルサス「人口論」の世界は克服されている。し

かも，本質的に破壊的でありうる「競争心」に由来す

る顕示的消費は，無駄を排除するように作用するワー

クマンシップ本能の作用によって長期的には制限され

るから，結局生産力の発展とともに生活水準が向上し

続ける。顕示的浪費の社会は，こうして J.S.ミルの予想

とは反対に，経済発展こそ無限に続くが，人間的停滞

状態に留まりつづけるような社会体制だということに

なる。

だが，精神態度のレベルで見たときには，この体制

もまた安定的ではない。顕示的消費の生活は，上流階

級に特有な精神態度，つまり権威主義的で保守的な態

度を大衆に教え込む。他方，勤労の実行は，機械過程

のなかでの労働である以上かならず機械的な合理性や

懐疑主義的な精神を醸成する。「社会進化」の過程は，

新しい科学技術的な思考習慣の形成過程であると同時

に，より古くからあった諸行為規範への「退行」や「先

祖返り」の過程でもある。現代の人間性は，決して単

ーの「経済人」などではない。古代から連綿と形成さ

れてきた諸行為規範のすべてを多層的に組み込んだ複

合的なものなのである。
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『有閑階級の理論』が「精神態度」のレベルでみた

「制度発展の理論」であったとすれば，『営利企業の理

論』は「経済機構」のレベルでみた「制度発展の理論」

であった。ヴェブレンの目は，すでに経済社会を構成

する基本的な単位が「個人」から「組織」つまり「株

式会社」に移っているという事実に注がれていた。「企

業者」の概念は，価格の管理を可能にするような独占

的巨大株式会社を形成してゆく役割に重点がおかれて

おり，技術革新を生み出す役割はあくまでも「技術者」

にある。

ヴェブレンの株式会社論は，全19巻におよぶ『合衆

国産業委員会報告書』を主要な典拠に用いた，世紀転

換期の大企業合併運動＝独占的巨大株式会社形成過程

の理論的分析である。①巨大株式会社の資本化の基礎

は資本集中によって高められた収益力＝独占的市場支

配力＝暖簾にあること，②株式会社金融は，「資本と信

用の区別を取り除いた」ような新しい金融方式，つま

り優先株と社債との広範な利用をつうじた証券市場と

信用制度との融合の結果なされたこと，③こうして「証

券」＝金融資産の形態で実現された「歴史上例を見ない

莫大な富」は，産業設備の所有権であるだけでなく株

式会社の「将来の予想収益力」でもあることが，明確

に挟り出された。

ヴェブレンは1880年代以降顕在化した「慢性的不況」

を，こう説明した。自由競争体制のもとでは，産業技

術の不断の進歩は生産費の低下による販売価格の競争

的下落をもたらす。だが技術進歩の速度があまりにも

速いと，新規投資資金を回収し終えないうちに他企業

がさらに高い生産性をもつ技術を実現し，先発企業が

倒産の危機に瀕することになる。大部分の企業が価格

の下落に悩まされ続ける「慢性的不況」が発生する。

巨大株式会社形成をつうじる価格管理の試みも十分な

対策とはならない。国家による消費＝浪費の追加が要

請されるが，公共土木事業などでは高度化し続ける生

産力を浪費し尽くすのに不十分だという。こうして軍

事支出が増加させられる。

そうして軍事支出の持続的拡大は，国民精神のレベ

ルでは，略奪能力＝暴力が行為規範＝名声の基準であ

った野蛮時代の思考習慣への精神的「退行」をもたら

すよう作用する。ワークマンシップ本能がこのような

不生産的「浪費」を回避させるよう作用するが，それ

は同時に勤労大衆に懐疑主義を教え込み，私有財産制

度を否定する「社会主義」への関心や共感を高めるよ

うに作用する。こうして新しく登場した大衆消費社会

は，精神レベルの点でみれば，軍国主義か社会主義か
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経済学研究

いづれかの道につうじる精神態度を生み出すというわ

けである。まさに世紀転換期の経済社会屈想であり，

歴史的過渡期の社会分析理論である。

論文審査の要旨

主 査 九 州 大 学 教 授 逢 坂 充

論文審査担当者｛副査

II 

I
I
I
I
 

助教授関源太郎

11 磯谷明徳

近年，オーソドックスな経済学に懐疑の眼が向けら

れ，その根底を問い直す試みがある程度の共感をもっ

て受け入れられるなかで，ソースタイン・ヴェブレン

(Thorstein Veblen.1857-1929)は改めて研究者によ

って注目され，その現代的意義を発掘する営為が積み

重ねられている。本論文は，そうした研究動向を背景

に，多面的で錯綜した論理で構成されている彼の経済

社会分析を，初期の二大著作―『有閑階級の理論』

(1899年）および『営利企業の理論』 (1904年）にふか

く内在しつつ，彼自身のいう「進化論的」経済学の見

地から，それらを一個の「統一的な理論体系」として

把握し，ヴェブレン研究に新たな地平を拓いたもので

ある。

本論文の構成は以下のとおりである。

序説 「ヴェブレン的世界」の成立

―その「原像」をめぐって―

前編大衆消費社会の論理構造

ー『有閑階級の理論』研究一一

1章行為規範と有閑階級制度の発展ー一文化人

類学と経済学との進化論的統合の試み―, 2章

顕示的な閑暇と消費―有閑階級の行為規範—,

3章顕示的浪費の理論と大衆消費社会， 4章

有閑階級社会における保守と革新一一社会退行の

理論としての社会進化論一—

後編株式会社体制の構造と機能

ー『営利企業の理論』研究―

5章企業者とその役割， 6章貸付信用と株式

会社， 7章 景気循環ど慢性的不況の理論， 8章

軍国主義と社会主義—営利企業衰退の理論—

序説は，ヴェブレンの最初期に属す論文「社会主義

論において看過された若干の論点」を中心に，ハーバ

ート・スペンサーの社会進化論に対する彼独自の研究

の視座や方法，そして課題などを易ljり出す。つまり，

ここで筆者は，上述の二著で具体化されることになる

「ヴェブレン的世界」の「原像」を浮き彫りにするこ

第 58巻第6号

とによって，本論文の導入を図るのである。すなわち，

筆者によれば，ヴェブレンの基本的立場は，「自由主義

者」と「実験的な」社会改革者との立場を統合したも

のであり，それは，当時のイギリスの新自由主義者の

それに近似していること。そして，こうした立場を採

らせた彼の社会分析の基底には，人間は常に社会的名

声をめぐる「競争心」や「嫉妬心」を推進因としつつ

活動しながらも，スペンサーの言うようにこうした「人

間性」を根源的に変革しなくても，社会変革は可能で

あるという，彼独特の「人間性」把握と展望とが彼の

分析の根底に置かれていること。かくして，彼の研究

課題は，第 1に，資本主義社会における人間性の具体

的形態の究明，第 2に，この人間性の現実化である資

本主義社会の内生的不安定性にもかかわらず，この社

会が自律的発展を遂げる根拠とメカニズムとの解明，

第 3に，資本主義社会の改革，つまり，私有財産制度

の廃絶＝社会主義に相応しい「人間性」の形態の探究，

にあることが指摘される。したがって，ヴェブレン体

系の特徴は，これを一言でいえば，資本主義社会の精

神態度と経済機構に関する「制度発展の理論」である，

ということになる。

以上のようにヴェブレンの経済社会分析の体系的・

内在的理解のための「手掛かり」を明示したあと，こ

れを受けて，前編では精神態度のレヴェルでの「制度

発展の理論」が『有閑階級の理論』によりながら解明

され，後編では経済機構のレヴェルでの「制度発展の

理論」が『営利企業の理論』の内在的研究を通じて易l

挟され，合わせて，ヴェブレンの「進化論的経済学の

世界」の歴史的意義が開示される。

さて， 1章では，ヴェブレンが「制度発展」の「一

般理論」をどのように構想したかが取り上げられる。

ヴェブレンが「人間性の一般的特徴」として摘出した

「ワークマンシップ本能」は，これを機能の面で見れ

ば，無駄を排除し，効率を高め，生産技術を絶えず進

歩させるように働くことになるが，同時に筆者は，こ

れが「種の保存」という生物学的次元の規定と関連さ

せた人間性の把握になっていることに着目して，その

根源性を強調する。したがって，社会的名声の獲得を

目指す「競争心」の発揮もこの規定の枠内のことでし

かないし，こうした限界のなかで「名声の基準」＝行為

規範も歴史的に確立されてきた， とのヴェブレンの理

解が確認される。すなわち，生命維持に専念せざるを

えなかった「平和愛好的な原始社会」では「ワークマ

ンシップ本能」が，ついで余剰を産むほどに生産力を

高めそれが戦争の対象になりえた「野蛮社会」におい
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ては「略奪能力」や「武勇」が，それぞれ，社会の行

為規範として形成された。そして，やがてこうしたむ

きだしの暴力による略奪者と略奪対象との強制関係の

固定化・習慣化のなかから「所有権」が制度化され，

他方で「定住的産業」が成長した「準平和愛好的な産

業社会」＝資本主義社会では「所有の高」や「消費と閑

暇」が，社会の行為規範として形成されたのである，

と。

続く 2章では，こうして成立した資本主義社会の行

為規範についてのヴェブレンの見解がさらに立ち入っ

て検討される。うえの「所有の高」も「顕示的消費と

閑暇」も，実は既に「野蛮社会」において暴力の裏付

けによる「特権Jとしての「所有権」の発生を背景に

支配者階級の行為規範として形成されていた。しかし，

資本主義社会における歴史的特徴はこれらの行為規範

の一般化にある。すなわち，中・下層の産業段階にも

「勤労」によって「所有の高」を増加させることで，

有閑階級の仲間入りの可能性が生まれてきたのである。

もっとも，この階級にあっては，有閑階級の行為規範

は屈折し「代行的な」消費や閑暇として現れざるをえ

ないのであるが。こうしてヴェブレンは，資本主義社

会においては「ワークマンシップ本能」と「競争心」

とは合体され，このことが莫大な富の生産と消費の実

現，つまり「大衆消賀社会」発展の道を用意した，と

捉えるのである。

3章は，かくして一般大衆をも巻き込み大々的に展

開される「顕示的消費や閑暇」の学む問題点について

ヴェブレンがどのように論じているかを検討する。資

本主義社会は文字どおり大衆消費社会として形成され

ているのであり，そこでは消費と閑暇をめぐる「競争

心」は一層の展開条件を整えて無限に発揮され，他方

「ワークマンシップ本能」の存在が技術＝生産力の発

展を保証し，その限りで浪費の体制が実現されること

になる。しかし，この浪費の体制は決して人類を滅亡

させるほど行き過ぎることはない， とヴェブレンは確

信する。というのは，すでに見たように，「種の存続」

の確保と結び付いた「ワークマンシップ本能」が絶え

ずこれにチェックをかけるように作用するはずだから

である。例えば，消費水準を落さぬよう出産を制限す

るなどの作用が働く。こうしてヴェブレンは，顕示的

浪費の体制は人間の精神的な進歩がなくとも，経済体

制としては自律的な社会機構たりうることを洞察する

のである。

しかしながら，次の 4章で筆者は，この自律的な経

済体制には，実は精神的態度の観点からみた不安定性
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が内在していると捉えるヴェブレンの見地を重視し，

これを吟味する。彼によれば，この体制は技術進歩と

顕示的消費とを機構の両輪として成り立ち，それゆえ，

一方では産業階級の合理的で技術的な精神態度を，他

方では上流階級の敬神的で権威主義的な精神態度を生

み出すように作用する。顕示的消費や閑暇が一層拡大

するにつれて，技術は高度化し，それを支える科学技

術的な思考様式が一般に普及するが，しかし，他面で

は同時に，この進展過程に伴って有閑階級に特有な保

守的思考様式が大衆に一層植え付けられるであろう。

換言すれば，ヴェプレンは，この社会体制が科学の発

展によって，アニミズム，呪術思考，敬神主義等の伝

統的な思考様式から人間を解放しながらも，再び精神

的に旧体制へ「先祖返り」＝「退行」させる文化作用を

も併せもつものとして認識する。かくして，筆者は，

彼の「社会進化論」には社会の「退行」や「先祖返り」

が鋳込まれており，したがって，その人間性把握もま

た多層的で複線的なものになっていると評価し，この

点に，スペンサーやサムナーとの差異が確証される。

次いで後編に移り，「経済機構」のレヴェルでみた「制

度発展の理論」が本格的に俎上にのせられる。冒頭の

5章では，現代の企業者の動機に即して経済体制それ

自体を解明しようとするヴェブレンに従って，彼の企

業者概念の特徴が検討されている。彼の企業者像は，

所有と経営とが一体化されていた古典的なそれとは異

なり，既に，直接的生産過程の管理を専門的技術者や

管理者に任せ，自らは所有の戦略的管理を事とする現

代的な企業者へと転化したものであった。しかも，彼

らは，投資と共に所有と支配の集中化を通して産業再

編成や企業合同といった独占形成運動の担い手として

機能し，同時に他面では，独占価格政策を手段とした

競争の主体的担い手としても機能するようになり，さ

らに，広告等の「無駄の制度化」を通して大衆の消費

欲望を肥大化させ，今や独占的蓄積機能を体制的に定

着化させる，と言う。つまり，彼の企業者概念にあっ

ては，金銭的動機から独占的巨大株式会社を形成して

ゆく役割にその重点がおかれ，技術革新を生み出す役

割はあくまで「技術者」におかれている。この点から，

筆者は，ヴェブレンの企業者概念の特質は，シュムペ

ーターのそれが一面的で抽象的であるのに対し，二重

の機能の統一という具体性にある， と評価する。

こうした展開を受けて， 6章はヴェブレンの株式会

社論を彼独自の信用論と絡めて考察する。ところで，

彼の株式会社論が世紀転換期の大企業合併運動＝独占

的巨大株式会社形成期の具体的な分析であったことは
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言うまでもない。それにしても．この分析を通して彼

が，第 1に，この巨大株式会社形成過程には資本集中

に基づく高収益力＝独占的市場支配力＝暖簾の資本化

が貫いていること，次いで，株式会社金融は「資本と

信用の区別を取り除いた」新しい金融方式である優先

株と社債の広範な利用をとおした証券市場と信用制度

との融合をもってなされていること，第 3に，こうし

て「証券」＝金融資産の形態で実現された人類史上類例

をみない莫大な富の蓄積は産業設備の所有権であるば

かりか，株式会社の「将来の予想収益力」でもあるこ

と―これらを明確に易iJり出した点は利目に値する，

と筆者は指摘する。

7章では，株式会社体制下における経済全体の運動

の問題を景気循環の過程と絡めて論じるヴェブレンの

思考展開に照明があてられる。ヴェブレンによれば，

自由競争下での産業技術の不断の進歩は生産費を低下

させ．これがまた販売価格を競争的に低落させる。だ

が，技術進歩があまりにも急激になると，投下資金が

未回収のうちに別の企業がさらに高い生産性をもつ技

術を実現し，先発企業は倒産の危機にさらされること

になる。こうして， 1880年代以後景気循環は形態変化

を遂げ，大部分の企業が価格下落に苦しむ「慢性的不

況」が発生した，と言う。ヴェブレンは，こうした事

態の展開の必然的帰結として国家による「産業外的支

出」＝浪費に基づく新しい型の景気変動と巨大株式会

社形成による価格管理を絶えず求める独占化の強化と

を導出する。

最終章， 8章においては，こうして解明された大衆

消費社会＝産業社会の経済機構とその発展のもとでの

経済社会の方向性に関するヴェブレンの展望が吟味さ

れる。それによると，国家の浪費の増加による「慢性

的不況」対策の可能性は，「愛国心と金銭的連帯性」か

ら成る大衆感情に支持されて軍事支出の持続的拡大へ

と向かい．このことがまた，国民精神のレヴェルで見

れば，「略奪能力」＝暴力が「名声の墓準」であった野

蛮時代の思考習慣へと精神的「退行」をもたらすよう

に作用する。すなわち，軍国主義の復活である。他面

では，勿論，「ワークマンシップ本能」がこのような不

生産的「浪費」を回避させるように作用する。生産力

を高度化させる「現代的産業技術」の機械過程は勤労

大衆に懐疑主義を教え込み，さらに私有財産制度を否

定する「社会主義Jへの関心や共感を高めることにも

なる。要するに，ヴェブレンは，新しく登場した大衆

消費社会は，軍国主義あるいは社会主義に通じる精神

態度を生み出し育む，と言うのである。今世紀の歴史

第 58巻第6号

展開を振り返る時，まさしくヴェブレンは，世紀転換

期にあって20世紀の経済社会の基本骨格を見事に描き

切った思想と分析の体系を構築したと位置づけられる。

以上述べてきたことから本論文の最大の貢献は以下

のように集約できるであろう。筆者は，まずヴェブレ

ンの難解な二大著作における多重化された論理展開を

丹念な内在化によって再構成したこと，さらにこれを

通じて，彼の経済社会分析が，文化人類学と経済学と

の両見地を進化論的に統合化した方法的な一貫性を内

包し，しかもこの一貫した方法をもって，累積的に進

化を遂げて止むことのない「制度」の重層的な構造を

解明すべく組み立てられた理論体系であることを閾明

したこと，これである。これに対して，従来の研究は

多分に，ヴェブレンの片言隻句を捕らえ，それらを現

代から読み込んだり，特定の理論的立場から解釈する

だけに終わるといった感が強い。この点に不満を覚え，

筆者は，アメリカ経済社会の史的展開と学説史の流れ

を十分に踏まえたうえで，そこからヴェブレンの理論

体系の形成と展開，その構造を解明しようとしたので

あって，こうした筆者の学説史家として沈潜する徹底

した態度が初めてこの貢献を可能にしたと言ってよい。

また，筆者の厳しい内在化への専念が，ヴェブレンの

経済社会分析の持つ現代的意義の示唆に説得力を加え，

さらに，安易な憶測や状況証拠によるヴェプレンの解

釈や位置付けを退けさせている，といった点も高く評

価されてよい。

もっとも，残された課題もないわけではない。筆者

自身も認めるように，ヴェブレンの後期の著作にはい

まだ鍬が入れられていない。しかし，これらの著作は

本論文で明らかにされた「分析上の基本的な理論的枠

組み」の「応用問題」の解答だと見てよいならば，筆

者の継続的な研究によるその解答が期待されるところ

である。

本論文を中心とした専攻分野に関する専門知識につ

いても，本人の研究歴，研究業績等から判断して十分

であると考えられる。

以上の理由から，本審査委員会は，本論文が経済学

博士を授与するに値するものと考える。
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岡部鐵男氏学位授与報告

報 告番号乙号98号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 5年 1月22日

学位論文題名 企業競争と経営戦略

主論文の要旨

本論文は経営学の観点から経営戦略論ヘミクロ経済

学，産業組織論， OR等の応用を試みたものであり，経

営戦略論を現実的であると同時に操作性の高い理論に

近づけようと努力した。見方を変えると本論文は経営

学の内容を持った新しい企業経済理論を構築すること

を目指した企業の現実の実務と展開は複雑化・多様化

し，拡大してきているので，これを研究・解明するの

は容易ではない。ましてや経営戦略のための操作性の

高い指針を与えるのは困難であるといわざるを得ない。

幸いにして著者は「個と全体の調和」という視点から，

組織全体目的の有効性を達成するための意思決定問題

に関連させることによってこの問題に対する分析視点

を持つことができた。具体的にいえば，垂直統合，水

平統合，多角化企業や多国籍企業等の問題に関して，

垂直統合を軸にすえて取引費用理論を考慮し，また価

格の市場調整機能に注目することによって組織全体の

有効な目的を達成する組織戦略を考察する手がかりを

得ることができた。本論文の第 1章から第 3章までは，

競争の過程において市場から組織あるいは垂直統合が

生成する論拠を取引費用理論とミクロ経済学の観点か

ら説明した。第 1章では垂直統合と取引費用との関係

について検討した。一般に企業が市場で取引する場合

に交渉費用，モニタリング費用，実施する費用が発生

する。この取引費用が非常費用に高くつくときには取

引する企業は市場で取引することをやめて，組織を作

り経済効率を上げようとする。取引費用の観点からは

垂直統合を行わなければ少数主体間交渉が支配的とな

り，かつ不確実性に直面して，限定された合理性のた

めに，適応的で逐次的決定プロセスが最適性を持つよ

うな状況のもとにおいて垂直的統合が行われるのであ

る。他方取引を内部化することによっても機会主義が

生じる可能性がある。そこで機会主義的行動を阻止す

る契約実施メカニズムを考案することができる。第 2

章では前方統合に対するインセンティブを検討した。

下流に産業が可変的な要素結合率で独占的にインセン
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ティブを利用できるときに，中間製品の独占企業は垂

虹的に前方統合をすることができることを明らかにし

た。独占的供給企業が下流企業に対して契約上の協定

にしたがって一単位当りの最終製品に課すローヤリテ

ーについても垂直統合と同じ効果を持つことを明らか

にした。上流企業が独占したインプットを購入する機

会と交換に下流企業に対して一時払い参入料を課する

場合にも同じ効果が得られる。第 3章では上流の独占

的企業が危険中立的（危険回避的）であって，下流の

競争的企業が危険回避的（危険中立的）であれば，前

方統合に対する正のインセンティブ（負のインセンテ

ィブ）があるということを明らかにした。また生産の

いろいろな段階において企業間に危険選好の差があれ

ば垂直統合に向けた，あるいは垂直統合をしないイン

センティブがあることが分析された。危険選好が同じ

場合でも企業の主観確率的密度が異なれば同様の結果

が得られる。垂直統合のインセンティブがあれば企業

は内部化する。不確実性が存在するため独占的供給企

業にとって統合する方が利益がある場合には企業は統

合する。垂直統合は危険を引き受ける企業に危険を再

配分することによってモラルハザードのない保険とし

て機能する。確率的需要の最終財を生産する危険回避

的な企業と取引する危険中立的な中間製品の独占的供

給企業は委託販売を利用することによって垂直統合と

類似した結果を得ることができる。第 4章から第 5章

までは価格機構の市場調整機能の観点から多部門から

なる内部組織に自律性とインセンティブを与え，かつ

全体を調整するシステムを説明した。第 4章では分権

化された組織の部門の対立を調整し，会社の全体最適

を達成させる価格を指針とする決定方法を考察した。

限界分析による方法では中間製品に対する外部の需要

が全くない場合で最終製品に対する外部の市場は完全

競争の場合には限界製造貨用と限界流通費用の和が市

場価格に等しくなるような水準に産出量が決定され，

限界費用による価格決定によって全社の最適を達成で

きる。中間製品と最終製品の他の市場条件を考慮して

も最適達成には限界費用による価格決定ルールが採用

できる。ここでは価格機構の調整機能に注目し分権化

された組織が価格の観点からいかに自律性とインセン

ティブを与えられ，かつ調整されるかを明らかにした。

第 5章では線敷計画のための分解原理を用いて，シャ

ドー・プライス（影の価格）による分権管理の問題を

考察した。中央の管理者と各部門は情報の交換を通じ

価格（シャドー・プライス）の手引によって分権化さ

れた組織における最適な生産計画を達成できる。しか
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し計算の最終段階において中央の管理者が計画プロセ た。企業の多様化の問題は企業の期待水準の低下の可

スに介入するので不完全な分権化と考えられる。技術 能性と関連を持つ。市場活動に不安定な状態が発生す

的外部効果が存在するときには価格機構は有効に機能 れば取引費用が高くつき，企業は契約による市場取引

しないことを明らかにした。外部性が存在するとき価 を放棄し企業内にシナジーを取り込む戦略をとる。そ

格メカニズムを用いた最適化はそのままでは有効では れ故，環境の不確実性を考慮した技術変化とシナジ一

ないので，最適化に代えて満足化基準を採用するとき と関連する活動のつながりの状態によって効率的な採

に生ずる資源配分問題について一般化された目標分解 用すべき組織形態が決定されることを分析した。第10

モデルを用いて考察を行った。第 6章では，取引費用 章では垂直統合の選択や多国籍企業のライセンス生産

を考慮した多菌籍の価格決定問題を価格操作の政府規 か海外子会社による生産かの選択，多様化戦略を取る

制の問題に関連づけた。ここでは限界費用とシャド 場合の内部化の程度の選択，ネットワークの形成につ

ー・プライスによる価格決定方法の妥当性を検証した。 いて取引費用概念を分析の枠組みの中に取り入れるこ

第 7章では第 5章で取り上げた問題を分権的企業のプ とによってこれらの決定問題について説明した。第11

ロジェクトの選択と評価の問題に応用した。分権的企 章では市場参入に関連する企業の競争戦略について述

業のプロジェクトの選択にあたって用いらるべき適切 べた。リーダー企業と挑戦企業が競争している市場に

な目的関数とプロジェクトの選択および評価の手続き おいて，リーダー企業はそのベストセラー製品をライ

について考察した。分権的企業の資本予算プログラム バル企業にだいなしにされる前に新製品に代えようと

においては部門の管理者は会社の希少資源が金額で与 する戦略をとることがある。両企業はそのペイオフに

えられる場合にプロジェクトの選択に関するコントロ 関心を持つので，得られるペイオフは企業が新製品を

ールを与えられている。本社の資源制約が測定可能な 市場に導入するインセンティブになる。このような新

単位で表されるならば本社に対する各部門の報告は各 製品導入のタイミング戦略が与えられる時に，リーダ

期の資源の正味の使用についてだけでよく，各プロジ ー企業は挑戦企業以上かまたは同じ位にイノベーショ

ェクトの使用の詳細について報告する必要はない。分 ンのために研究開発投資するかどうか，シュタッケル

解原理の手続きによって会社の最適な計画案が得られ ベルグ・ゲームにもとづいて最適投資水準について分

ることを明らかにした。第 8章では資本構成問題を工 析した。市場参入障壁の問題は垂直合併等の問題とと

ージェンシー問題としてとらえる場合の非対称情報下 もに第 2章と関連性を持つが，本論文では競争戦略の

の投資決定ルールを明らかにした。企業の資本構成を 側面についてのみ言及した。

考える場合に，伝統的理論では企業は企業の価値が最

大化されるまで持分を負債に代えていく，あるいは負

債を持分に代えていくと考えられている。順序理論で

は外部金融が要請される場合には，企業は順序として

最も安全な証券を最初に発行し，また企業は内部金融

を選好すると考えられている。非対称情報を考慮に入

れる場合には順序理論は企業が実際に行っている行動

をよく説明できると考えられる。非対称情報下での投

資決定ルートは投資家が企業を低く評価する時には負

債を発行し，企業を過大に評価する時には危険証券を

発行する。これは企業経営者の内部金融に対する選好

と，外部金融が求められる場合には持分よりも負債を

選好するというものであり，順序理論の合理性を明ら

かにしている。ここでは経営者，株主．負債権者間に

情報の非対称性が存在するとき，企業の資本構成は影

響を受けることを明らかにした。市場に取引費用が発

生する場合には活動間の関連性に不安定な状態が発生

するが．活動間の関連性と技術変化の水準によって特

定の組織構造が形成されることを第9章で明らかにし
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論文審査の要旨

主査九州大学教授細江守紀

論文審査担当者l副査 ,, ,, 児玉正憲

II 11 11 岩本誠一

本論文はミクロ経済学や産業組織論等の最新の成果

を駆使して新しい経営戦略論の構築を試みたものであ

る。企業の現実の実務と展開は複雑化・多様化し，拡

大してきているので，これを研究・解明するのは容易

ではない。ましてや経営戦略のための操作性の高い指

針を与えるのは困難であるといわざるを得ない。著者

は「個と全体の調和」という視点から，組織全体目的

の有効性を達成するための意思決定問題に関連させる

ことによってこの問題に対する分析視点を得ている。

その意味で，本論文は経営戦略論を現実的であると同

時に操作性の高い理論に近づけようと努力した。新し

い企業経済理論の構築を目指したものということがで
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きる。具体的にいえば，垂直統合，水平統合，多角化

企業や多国籍企業等の問題に関して，取引貨用の存在

と価格の市場調整機能に注目することによって，組織

全体の有効な目的を達成する組織戦略を考察している。

本論文の章構成は次のようになっている。

第 1章垂直統合と取引費用

第 2章垂直統合と契約

第 3章垂直統合と不確実性

第 4章 垂直統合とトランスファー・プライス

第 5章 インセンティブ・システムと

トランスファー・プライス

第 6章 インセンティブ・システムと

多国籍企業のトランスファー・プライス

第 7章垂直統合企業の資本予算と分解原理

第 8章資本構成と非対称情報

第 9章戦略と組織構造

第10章取引費用と組織構造の選択戦略

第11章 企業の競争戦略と先発者の利益

本論文の第 1章から第 3章までは，競争の過程にお

いて市場から組織あるいは垂直統合が生成する論拠を

取引費用理論とミクロ経済学の観点から解明している。

第 1章ではウイリアムソンの所論によりながら垂直統

合と取引費用との関係について検討している。一般に

企業が市場で取引する場合に交渉費用，モニタリング

費用，実施する費用が発生するが，この取引費用が非

常に高くつくときには取引する企業は市場で取引する

ことをやめて，組織を作り経済効率を上げようとする

一方，取引を内部化することによっても機会主義が生

じる可能性があるを指摘し，機会主義的行動を阻止す

る契約実施メカニズムを考案する必要が生じてくるな

どの確認をしている。

第 2章では前方統合に対するインセンティブを検討

している。下流の産業が可変的な要素結合率で独占的

にインセンティブを利用できるときに，中間製品の独

占企業は垂直的に前方統合をすること，また，独占的

供給企業が下流企業に対して契約上の協定にしたがっ

て一単位当りの最終製品に課すローヤリティーについ

ても垂直統合と同じ効果を持つことを明らかにしてい

る。さらに，上流企業が独占したインプットを購入す

る機会と引き換えに下流企業に対して一時払い参入料

を課す場合にも同じ効果が得られることが示されてい

る。

第 3章では上流の独占的企業が危険中立的（危険回

避的）であって，下流の競争的企業が危険回避的（危

険中立的）であれば，前方統合に対する正のインセン
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ティプ（負のインセンティブ）があるということが明

らかにされている。また生産のいろいろな段階におい

て企業間に危険選好の差があれば垂直統合に向けた，

あるいは垂直統合をしないインセンティブがあること

が分析されている。そこでは，垂直統合は危険を引き

受ける企業に危険を再配分することによってモラルハ

ザードのない保険として機能することが指摘されてい

る。また，最終財を生産する危険回避的な企業と取引

する危険中立的な中間製品の独占的供給企業は委託販

売を利用することによって垂直統合と類似した結果が

得られることを示している。

第 4章から第 6章までは価格機構の市場調整機能の

観点から内部組織に自律性とインセンティブを与え，

かつ全体を調整する組織システムの分析， とくに，分

権化された組織の部門の対立を調整し，企業全体の最

適性を達成させる価格を指針とする決定方法を考察し

ている。第 4章で限界分析による方法では中間製品に

対する外部の需要が全くない場合で最終製品に対する

外部の市場は完全競争の場合には限界生産費用と限界

流通費用の和が市場価格に等しくなるような水準に産

出量が決定され，限界費用による価格決定によって企

業全体の最適を達成できることが示され，さらに，中

間製品と最終製品の他の市場条件を考慮しても最適達

成には限界費用による価格決定ルールが採用できるこ

とを指摘している。第 5章では，外部性が存在すると

き価格メカニズムを用いた最適化はそのままでは有効

ではないので，線型計画のための分解原理を用いて，

シャドー・プライス（影の価格）による分権管理の問

題を考察している。中央の管理者と各部門は情報の交

換を通じ価格（シャドー・プライス）の手引によって

分権化された組織における最適な生産計画を達成でき

る。しかし計算の最終段階において中央の管理者が計

画プロセスに介入するので不完全な分権化と考えられ

る。第 6章では，多国籍企業の価格決定問題を価格操

作に対する政府規制の問題に関連づけ，限界費用とシ

ャドー・プライスによる価格決定方法の妥当性を検証

している。

第 7章では第 5章で取り上げた問題を分権的企業の

プロジェクトの選択と評価の問題に応用している。分

権的企業のプロジェクトの選択にあたって用いられる

べき適切な目的関数とプロジェクトの選択および評価

の手続きについて考察している。分権的企業の資本予

算プログラムにおいては部門の管理者は会社の希少資

源が金額で与えられる場合にプロジェクトの選択に関

するコントロールを与えられている。本社の資源制約
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が測定可能な単位で表わされるならば本社に対する各 るが，膨大な文献を検討することによって包括的な視

部門の報告は各期の資源の正味の使用についてだけで 点から経営戦略論の軍要な論点を析出しており，経営

よく，各プロジェクトの使用の詳細について報告する 戦略間の関連を考察するうえで意義深い研究となって

必要はない。このような状況のもとでは分解原理を適 いる。ただ，問題領域の広大さのゆえにか問題提起の

用することによって会社の最適な計画案が得られるこ ままにおわっている論点が散見されることは惜しまれ

とが明らかにされている。 る。しかし，このような取引費用理論を基礎として体

第 8章では投資決定と資本構成問題を非対称情報の 系的に経営戦略を論じた類書は我国では極めて少なく，

もとで考察し，企業が内部金融をまず選好し，ついで， その点でも斯学の発展に大いに寄与するものと評価で

外部金融への依存が必要なときには，投資家が企業を きる。

低く評価する状況では負債を利用し，逆に，企業を過 本論文を中心とする専攻分野に関する専門的知識に

大評価する状況では危険証券を発行するという行動特 ついても，本人の研究歴および研究業績等から判断し

性を解明している。 て，十分であると考えられる。

第 9章と第10章では，市場に取引費用が発生する場 以上のことから本論文は，博士（経済学）の学位を

合，取引活動間の関連性と技術変化の水準によって特 授与するに値するものと認める。

定の組織構造が形成されることを明らかにしている。

企業の多様化の問題は企業の期待水準の低下の可能性 匡I秒罹虹コ氏渭財立授！与卑艮告~

と関連を持つ。市場活動に不安定な状態が発生すれば

取引費用が高くつき，企業は契約による市場取引を放

棄し企業内にシナジーを取り込む戦略をとる。それ故，

環境の不確実性を考慮した技術変化とシナジーと関連

する活動のつながりの状態によって効率的な採用すべ

き組織形態が決定されることを分析している。また，

垂直統合の選択や多国籍企業のライセンス生産か海外

子会社による生産かの選択，多様化戦略を取る場合の

内部化の程度の選択の問題について取引費用概念を分

析の枠組みの中に取り入れることによって検討してい

る。とくに，キムとヒルの論文によりながら技術変化

が生じるとき，関連性のある多様化から関連性のない

多様化へ戦略がシフトすることを明らかにしている。

第11章では市場参入に関連する企業の競争戦略につ

いて考察している。リーダー企業と挑戦企業が競争し

ている市場において，リーダー企業はそのベストセラ

ー製品をライバル企業にだいなしにされる前に新製品

に代えようとする戦略をとることがある。このような

新製品導入のタイミング戦略が与えられる時に，リー

ダー企業は挑戦企業以上かまたは同じ位にイノベーシ

ョンのために研究開発投資するかどうかという問題を

シュタッケルベルグ・ゲームにもとづいて分析し，そ

の可能性が高いことを明かにしている。

以上ごとく本論文は，経営戦略に関する研究を取引

費用理論をベースにして多角的な視点から展開してい

る。とくに，垂直統合問題から多国籍企業の意志決定

問題，技術獲得ー移転戦略など多彩な研究がなされて

おり，大変意欲的な研究ということができる。経営戦

略論の企業経済論的接近法はまだ発展途上の段階にあ
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報告番号乙第99号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 5年3月8日

学位論文題名 生産管理の基礎理論

主論文の要旨

本論文は，「現代の生産管理とは何か」を追求し，従

来比較的等閑視されていた生産管理の理論的な基礎研

究を試みたものである。今日のような国際化・情報化

の時代さらには地球や環境•生態系保護，人間性尊重

が叫ばれている時代において企業が展開すべき生産管

理の思考的基盤が，いま新たに問われている。本論文

はシステム論，組織論，管理論などの基礎理論を踏ま

ぇ，かつ現代社会の動向に対応して生態系・環境，人

間性，および情報，グローバル物流などを重視した生

産管理論を展開しており，現代生産管理の思考的基盤

となりうるであろう。以下，本論文の構成にしたがっ

て論文要旨を述べる。

第 I部「基礎概念」：理論の展開に必要な基礎概念を

追求する。

第 1章「組織とは」：まずシステムを定義し，そして

システムとしての組織を定義する。生産管理は組織に

よってなされるという意味で，それは生産管理の基礎

概念である。また組織本質論に触れ，以上を基礎とし

て経営システム，企業，経営組織を定義する。

第 2章「“生態学的人間化”の概念」：人間を含む生

きものは生態系の中でのみ生きることができる。した
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がって生態系を無視した人間生活や人間化はありえな

い。生態系の維持を前提とした人間化こそが“生態学

的人間化”であり，生産管理の基本理念である。

第 3章「管理概念」：まずこれまでの管理概念を概観

し，それらが相互補完的であることを理解する。その

上で管理の統一概念について考察する。さらに生物学

的ファクターである内旋・進化を導入した“新しい管

理概念”を提示する。

第 4章「生産職能と生産システムの概念」：この 2つ

は生産管理の対象である。「生産職能」には①製品決

定，②資材業務，③製造，④製品物流の 4つがあり，

これらを遂行するものが「生涯システム」であり，相

互に関連づけられた生産要素の集合である。

第II部「生産管理の職能と組織および管理者」：一般

論と特論，という論理展開で，生産管理の職能と組織

と管理者の理論的把握を試みる。

第 5章I意思決定としての管理職能」：管理職能を組

織的意思決定として捉える。それは組織的統一性を確

保し，組織の有効性や能率を向上し，組織を維持•発

展させる活動である。このような管理職能を組織階層

別に展開する。

第6章「生産管理職能」：生産管理職能を，生産管理

の目的を達成するための管理職能として捉える。そこ

で生産管理の目的をまず論じ，次いで各種の基準ない

しは視点から各種の生産管理職能を展開する。

第7章I管理組織」：近代組織論に基づき，組織と管

理および管理組織と作業組織の関係について論じる。

特にピラミッド型管理組織における管理組織と作業組

織との間にある有機的関係を「組織の有機化」「管理の

非公式化」によって説明する。

第 8章「生産管理組織」：生産管理組織を“生きもの”

として論じる。生物学的ファクターを導入し，それと

生産管理組織との関連性を展開する。また特に生産管

理組織と生産システムとの関係における情報システム

の重要性を強調する。

第 9章「管理者としての生産管理者」：生産管理の主

体である「生産管理者」というものを，人間，地位，

意思決定者・リーダー，そして管理者の条件という多

角的面から考察し，それを浮き彫りにする。

第III部「生産管理の組織構造と技術」：生産管理のた

めの，組織構造の基本的問題，および生産システムの

設計・運営の技術的基礎論を論じる。

第10章「生産管理組織構造論の基礎として」：生産管

理組織構造論の基礎として，経営組織構造と情報シス

テムについて論じる。また特に経営組織構造の特殊な
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ものとしてマトリックス組織と権限多次元組織の 2つ

をとりあげ比較検討する。

第11章「生産管理組織の構造」：第10章を踏まえて生

産管理組織構造論を展開する。生産管理組織の構造は

生産システムの形態に左右され，なすべき生産管理の

仕事に規制されることを強調する。

第12章「生産管理技術の基礎」：生産管理技術の基礎

を，生産システムの設計と運営の技術の 2つに分けて

論じる。生産システムの設計は生産要素別の視点から，

生産システムの運営は機能別ないしは業務別の視点か

ら考察する。

［本論文は国際生産管理について殆ど触れていない。

これは今後の研究課題である。J

論文審査の要旨

論文審査担当者副査 II 

［ 主 査 九 州 大 学 教 授 原 田 賓

／） 児玉正憲

／） ／） ／） 岩本誠一

本論文は，現代に対応した生産管理の茎礎理論を提

供しようとしている。これまで生産管理の研究は，特

定の領域の技術・技法の精練を目指すか，生産管理体

制の歴史的発展に関わるものが多かった。本論文は現

代経営学の主流をなす組織理論を前提としつつ生物学

•生態学的方法をとり入れ，生態系・環境，人間性，

情報，およびグローバル物流などを重視した特色ある

生産管理論を展開したものであり，現代生産管理の思

考的茎盤を構築しようとしている。

本論文の章別構成は次の通りである：

第 I部基礎概念

第 1章組織とは

第 2章 “生態学的人間化”の概念

第 3章管理概念

第 4章 生産職能と生産システムの概念

第II部 生産管理の職能と組織および管理者

第 5章意思決定としての管理職能

第 6章生産管理職能

第 7章管理組織

第 8章生産管理組織

第 9章管理者としての生産管理者

第III部 生産管理の組織構造と技術

第10章 生産管理組織構造論の基礎として

第11章生産管理組織の構造
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第12章生産管理技術の基礎 を向上させ，組織を維持•発展させる機能を解明する。

さらにこのような管理職能を，①戦略的決定，②管理

第 1部は「基礎概念」と題し，第 1章から第 4章ま 的決定，③業務的決定，④最下層の意思決定と階層的

での四つの章からなっている。 に検討し，組織的統一性と従業員の決定参加との矛盾

第 1章では，“ある性質に関して相互関連をもつ要素 にも言及している。

の集合”というシステムの一般的定義を提起し，それ 第 6章では，生産管理の目的として従来からの，①

をもとにシステムとしての組織を定義する。この組織 品種・品質，②数量・納期，③価格・ 原価という 3条

概念は本論文を一貫して流れる基礎概念となっている。 件で需要を満たすだけでなく，今日ではこれらに加え

さらに組織の本質論に触れ，情報と認識構造から組織 て，④公害ないし外部不経済の抑制（外的人間化），⑤

が形成されることを説明する。これらを前提として経 環境に適応することによって内的人間化＝従業員の所

営システム，企業，および経営組織を定義する。 得，地位，自己実現の機会などの満足化をはからなけ

第 2章では，生産管理の基本理念として“生態学的 ればならないと主張する。したがって生産管理職能は

人間化”を主張する。人間を含む生き物は“ゆらぎ 管理基準や管理階層からみて錯綜しており，その体系

(fluctuation)"を持った非線形非平衡開放系であっ は多次元的，動態的，適応的にならざるをえないとい

てそれらは生態系のなかでしか生きられない。したが う。

って生態系を無視した人間生活や人間化はあり得ない。 第 7章は主として C.I. バーナードの近代組織理論

すなわち経営組織における人間化は，組織外の人間化 に依拠しつつ，個人，小集団，組織，管理などの基礎

と組織内の人間化とのダイナミックな均衡によっての 範疇に立ち返って管理組織の概念の明確化を試みてい

み達成されると説く。 る。その結果製造技術や生産方式と組織構造の関係，

第 3章は管理概念の考察に充てられている。まずこ 管理組織と作業組織との乖離，公式組織と非公式組織

れまでの各種の管理概念を概観し，それらが相互補完 の関係などの問題領域における「組織の有機化」，「管

的であることを明らかにした上で生物学的ファクター 理の非公式化」を強調しているのは興味深い。

を導入して新しい管理概念を提唱する。すなわち経営 第 8章では，本論文の基本的主張である組織を“生

組織を「ゆらぎ」を持った生き物と解すれば，環境変 き物”としてとらえる見地から生産管理組織もそうい

化に応じて，或るゆらぎを確保・維持＝内旋 (involu— う“生き物”であることを説く。すなわち生産企業は

tion)したり，そのゆらぎを越えて新たなゆらぎを形成 環境から経営資源を自主的に入力し，処理し，サービ

（進化）したりすることこそ今日の新しい“管理"概念 スや製品に変換する非線形開放系であり，その流れを

であるという。 維持・改革する非平衡系である。生産管理組織はこの

第 4章では，今日の顕著な傾向として生産管理の対 ような生産企業の経営組織のうちに生きている開放系

象領域が拡大したこと，および産業ロボットから としての下位組織である。その生産システムとの関係

CAD, CAM, CIMなどに至る生産の機械化・自動化 において生産管理組織は物流システムと物的・技術的

の著しい進展を踏まえて，生産職能を①製品決定，② 情報システムの設定・運営のみならず，非公式組織と

資材調達，③製造，④製品物流の基本職能でとらえる。 人的・社会的システムとの均衡をはかることが生存の

また生産システムとは生産職能を遂行するため関連付 条件であると主張する。

けられた生産要素，人・物・金・情報の集合であり， 第9章はいわゆる生産管理者の焦点を絞ってその役

生産管理システムはこの生産システム自体のなかに含 割期待を考察している。生産管理職能は観念的には最

まれる下位の自律的管理システムと，生産システムを 高経営者から最下層の作業者に至るまで分担されてい

設計，運営，改廃する上位の管理システムとの二段階 ると見ることができるが，ここにいう生産管理者はも

でとらえられている。ここを貫くのはトータル物流と っぱらその専門性によって規定されている。しかしそ

いう視点である。 の階層上の地位によってミドルではスタッフ機能が，

第II部は「生産管理職能と組織および管理者」と題

し，第 5章から第 9章まで五つの章からなる。

第 5章では，まず管理職能を組織的意思決定として

とらえ，組織的統一性を確保し，組織の有効性と能率
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ロワーでは指揮命令機能が重視される。

第III部は「生産管理の組織構造と技術」と題し，第

10章から第12章までの三つの章からなっている。

第10章では，従来の経営組織論の主題であった管理
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範囲(spanof control), ラインとスタッフ，分権と集

権などに言及したのち，プロジェクト組織と職能組織

のミックス型ないし中間型たるマトリックス組織の長

所と短所を比較し，さらに一部の論者が主張している

権限多次元組織の特性を検討する。そしてマトリック

ス組織は真の職能組織たる権限多次元組織へ収敵する

であろうという。またここでは人間の神経系や環境と

生物とのアナロギーを用いで情報システムと決定シス

テムの重要性について論じている。

第11章では，本論文の基本視点の具体化である「ト

ータル物流システム」という視点から生産システムと

生産管理組織構造を把握する。生産企業は資材調達の

ための“調達物流”，製造のための工場内“製造物

流”，製品を顧客に渡す‘‘製品物流”という三つの物流

に関与するが，それらは今や地球的規模の生産と消費

の循環のなかで捉えなおされねばならぬと説く。それ

は段階的に，グローバル物流システム，社会物流シス

テム，企業グループ物流システム，企業物流システム

となるが，生産システムがどのレベルのシステムの一

環となるかによってその構造が変わり，したがって生

産管理組織構造もそれに規定されるであろうという。

第12章に到って以上の基礎理論の展開の上に，通常

の生産管理技術への接近が始まる。すなわち生産シス

テムの設計においては，①情報，②人間・労働力，③

設備，④資材，⑤資本・資金という生産要素について，

生産システムの運営においては，①製品決定，②資材

調達，③製造，④製品物流という生産機能についてそ

れぞれ解説を加え，各技術に位置付けを与えている。

以上のような内容をみると，本論文は，従来比較的

等閑視されてきた生産管理の基礎的理論面に光をあて

たものとして注目すべき労作であると思われる。生産

管理が狭義の ProductionControlから広義の Opera-

tions Managementへと発展したのにつれ管理の対象

領域は一方で企業を超えて拡大し，例えば本論文の主

張するようにグローバル物流という視野を必要とし，

他方では生産活動に付随する公害，環境破壊というよ

うな問題にも配慮しなくてはならなくなった。さらに

機械化・自動化の進展が生産過程における人間問題を

一層先鋭化せしめている今日，本論文が提起している

生物・生態学的視座は極めて適切な批判であり主張で

ある。

第二次世界大戦後の日本経済の急速な発展に QCサ

ークル活動やトヨタ生産方式に代表される日本的生産

方式が貢献したことは確かであるが，いまや日本のメ
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ーカーの生産管理が品質と納期と低コストのみを基準

とし続けるならば，国際的にも国内的にも却って非難

を浴びることになろう。このような状況のなかで本論

文のように経済性や生産性だけではなく，生態系や環

境，組織や人間性，グローバル・ファクター，情報な

どの重要性を説く生産管理論の展開はまさに時宜を得

た学問的洞察に基づくものであり，現代生産管理の基

礎理論を研究したものとして高く評価される。なお専

門分野を中心とした学力については本人の経歴および

業績からみて十分と考えられる。

したがって，本論文は博士（経済学）の学位を授与

するに値するものと考える。

瀬戸廣明氏学位授与報告

報告番号乙第100号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 5年 3月8日

学位論文題名 販売会社流通の基礎一統計的研究一

主論文の要旨

商業経済学者は‘メーカーが国内市場において自社

製品をそこを通じて販売する目的で営業部を分離独立

させる等して出資設立した商事会社＇と定義される販

売会社資本はその本質において産業資本である点を強

調する（例えば， 1章における森下二次也）。これに対

して申請者は分離することに意味をもとめる。

量産の進展とともに生産期間は短縮することは理論

的にいえる。他方，流通期間は，理論的にではないが，

延長してきている。（ともに 4章）。この20世紀資本主

義のなかで，寡占資本による流通過程の垂直的統合が

行われる。が，この統合は商業資本の産業資本に対す

る商品買取機能の寡占資本による享受をも失わせる。

商業資本の排除が含むこの矛盾の解決 (2章）が販売

会社であり，販売金融会社である。形態の違いは経済

における決済制度の違いからくる (3章，特に32~33

ページ）。

販売会社を有するメーカーが寡占資本であることは

公疋取引委員会の資料と申請者のデータをつきあわせ

た5章表Ill-2の示すところである。総販売会社を有

するメーカーは地区販売会社を有する。総販売会社は

商業資本の商品買取機能を，地区販売会社は価値実現

機能を擬制する。商業学は販社の価値実現機能の側面

にのみ（すなわち地区販社にのみ）関心を抱いた。こ
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れに対して，申請者は総販社の商品買取機能に着目す 1978年秋の第一次石油危機を境に，メーカーは生産

ることにより，寡占資本による流通過程支配から生じ 期間の短縮に全力を注ぐようになった。品種の多様化

る矛盾の解決，販金社との本質的同一性，異物として の下での小ロット同時化生産への努力は流通における

投入された販社制度の経済との相互作用を見いだすこ 小ロット引渡しと生産との同時化の方向へ1980年以来

とができた。 すすんできている。これにともなって，メーカーに於

7章と 8章は販売金融会社と総販売会社の存在が親 ける流動資本の回転もメーカーから小売店に至る回転

メーカーの流動資本（具体的には売掛債権）回転期間 を速めることによって速める方向に変化してきている。

を短縮している状況を示す。例えば， 7章表II-7は 生産と流通の同時化が実現するにしたがって，これも

Genaral MotorsはGenaral Motors Acceptance またメーカーにとってはみずからの流動資本の回転を

Corporationの存在によって1979年現在で5.2カ月速 速める道になることは注目に値する（このパラグラフ

<, 8章表II-18とII-19は日本のメーカーは総販売 は13章Vと15章VIの4.2に基づく）。ここに示唆されて

会社の存在によって1970年現在で2.20(=4.90-2.70) いる道は1991年4月に家電 1位メーカーが小売店に至

カ月速く資本をそれぞれ回収していることを示す。 る流動資本の回転を速めるためみずからと地区販売会

1970, 75, 80そして85のそのときどきの資本金 1億 社との間の取引の決済を地区販売会社が小売店に売上

円以上の全メーカーを調査対象として，母集団全体に げた時点でメーカーの地区販売会社に対する売上が立

対する郵送調査，標本面接調査とも，同一標本に対す つように変えたことでその論理力を実証された。

る時系列調査と拡大する母集団に対応する追加標本に

対する調査と，細かく知りながら，経済のできるだけ

大きな部分に研究を及ぼしている。

寡占資本について，総販売会社を有するメーカーは

地区販売会社を有するのであるが，地区販売会社を有

するメーカーは必ずしも総販売会社を有しない。たと

えば，松下電器産業閻がそうである。また，フクダ電

子昧もそうである。しかしながら，松下は販売金融会

社を有することによって自己の流通資本の回転を速め

ているのである。フクダの場合には資本金 1-10億円

のメーカーの地区販売会社は支店．営業所の分離独立

したものでその目的は独立採算性をとることによる従

業員の自覚にあるのであり，メーカーと地区販売会社

の間に総販売会社を介在させる性質のものではないこ

とが指摘される。

流通過程を支配する寡占資本もその仕切価格体系を

任意に作り上げることはできない。 12章と14章は総合

食品卸商というメーカーに対して必ずしも劣位にある

とはいいきれない商業資本の存在する加工食品中心の

チャンネルとの比較においてこのことを実証しようと

する。

日本経済の高度成長が販売会社を生み出したのであ

るが(15章II戦後における販売会社の発展），販売会社

はまた経済成長を促進もしたのである。 15章IIIの2

経済に及ぼす販売会社の影響が示すように，産業連関

分析をすれば，総販売会社が存在しなかったら， 1970

年において経済成長は10.4%から8.3%へと20%だけ

減少したであろう。同じ計算により, 1975年には経済

成長は21%だけ減少したであろう。
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論文審査の要旨

主査九州大学教授川端久夫

論文審査担当者l副脊 II II 原田 賓

fl II II 丑山優

本論文は，販売会社による商品流通の基礎に関する

商業経済論・経営財務論の見地からの理論的・実証的

研究であって， 1970,75, 85各年について資本金 1億

円以上のメーカーが有する販売会社の殆ど全てを対象

とした厖大なデータの解析にもとづく大作である。

序章にいう本論文の基礎的な問題意識は，販売会社

が‘親メーカーに対して，商業資本の産業資本に対す

るのとおなじ役割を果たしている’ことを実証するこ

とである。従来，商業経済論の領域における支配的な

見解は＇販売会社の実質はメーカーの営業部であり，

販売会社資本はその本質において産業資本である＇と

いうものであった。本論文は，この通説に対する根本

的な判断を実証的に展開したものであるが，その糸口

は，‘総販売会社の約半数が自社手形を振り出すか，親

メーカー振り出しの為替手形を引き受け，これを親メ

ーカーが必要に応じて銀行割引に付している’という

統計的事実の確認である。

第 I章「販売会社研究の視角」では，販売会社が，

他人資本を利用してであれ親メーカーの生産物を買い

取ることは貨幣資本の投下に他ならず，販売会社が商

業資本として自立的に機能し，社会総資本の利潤率の

上昇に貢献していることを意味する， という立場から，
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関連するいくつかの論点が取り上げられている。

第 2章「マーケティング・チャネルにおける販売会

社」では，販売会社を寡占資本が商業資本を排除する

ことによって生じた矛盾の解決形態―産業資本に対

する商業資本の機能の，個別の寡占資本による擬制

と規定する。第 3章「信用論と販売会社，販売金

融会社」では，この擬制と信用との関係，販売会社と

販売金融会社への機能分化が論じられる。販売金融会

社は，現代資本主義における流通期間の延長傾向と，

現金決済が支配的であったアメリカ的特殊条件の下で，

本来ならば商品買取資本として自立すべき商品資本の

一部が分離したことに起源を有するという。

第 4章では上記の擬制を余儀なくさせる条件として

の「流通期間の延長傾向」の実態と，生産期間の短縮

の論理との関連が扱われている。第 5章では「寡占資

本と販売会社」の関係が統計的に観察され，マーケテ

ィング論における寡占の定義 市場価格に有意の影

響を与える―が販売会社をもつメーカーにも妥当す

ることがたしかめられる。

第 6章で本論文の素材となった「販売会社に関する

調査の方法と基礎統計」が解説されたのち，第 7章以

降はデータ解析にもとづく実証に移る。 販売会社

の存在が親メーカーの流動資本の回転をどれだけはや

めているか（資本投下の負担をどれだけ軽減している

か）が，英米の販売金融会社について（第 7章）日本

の「メーカーとその総販売会社」について（第 8章）

統計的に実証される。つづいて第 9章の主題は，販売

会社に商業資本の本性が芽生え，親メーカーの期待ど

おりの商品買取機能を果たさなくなる論理とその実証

であり，併せて，親メーカーとの取引決済を手持受取

手形の裏雷きによって行う，という‘目立たない役割’と

その目的が解明される。

第10章は，メーカーが総販売会社を介在させず直接

に地区販売会社を有しているケースの理論的解明とそ

の統計的裏付けに充てられる。地区販売会社は主とし

て価値実現機能を，総販売会社は商品買取機能を担う

が，総販売会社を欠くケースの多くは，販売金融会社

の資本投下によってその機能が代位されていることが

明らかにされる。第11章「総販売会社を有するメーカ

ーの生産期間とエ数」では，所要投下流動資本量の規

定要因という観点から，流通期間の延長を補償する生

産期間の短縮傾向とその諸要因―主として小ロット

化と生産の同時化による工程間仕掛在庫の縮減 が

分析される。

第12~14章は仕切価格体系＝生産・流通粗マージン
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率体系の統計的分析である。それは(1)社会的配給費の

推定(2)寡占資本による流通過程支配の実証，という二

重の意義をもっている。寡占資本の価格への影響力が

粗マージン率の構成や変動にどのように投影している

か，という観点から，仕切価格体系を支える取引決済

システムや運送・保管・分類取揃えなどの使用価値側

而に立ち入った要素分析（第13章）と「卸機構の流通

粗マージン率縮減効果」（第14章）の検証が行われてい

る。

仕切価格体系を維持する主な要素は①各種各様のリ

ベートと②物流関連（多品種化，迅速な配給，商品情

報の提供など）であるが， 1975年以降，地区販売会社

チャネルでは‘物が生産・配給過程を通じて常に流れ

ている’方式がとられるようになり，豊富な品揃えと

在庫縮減との両面達成による資本回転の迅速化が顕著

に進行しつつあることが確認される。

最終第15章では(1)日本における総販売会社が独立の

商業資本と同じ商品買取機能をもつものとして社会的

に認知されるに至る過程 販売会社の発展史 が

叙述され， (2)その機能発揮が日本の経済の成長（←社

会総資本の利潤率の上昇）に貢献したことが産業連関

分析を用いて実証され， (3)低成長期に入ってからの総

販売会社の役割の変化が，国際比較の視点を加えて追

跡されている。 1980年代に入って，総販売会社による

商品買取機能の遂行が非寡占メーカーにまで普及しは

じめる一方，寡占メーカーの総販売会社は商品買取機

能を販売金融会社に譲る傾向にあり，英・米・加の状

況に接近しつつあることが確認され，おのづから販売

会社研究の将来の方向を示唆するものとなっている。

以上，本論文は野心的な構想による重厚かつ緻密な

分析を，長期にわたる粘り強い努力によって達成した

労作であり，日本の商品流通過程にかんする多数の事

実発見というにとどまらず，広く経済理論に対する重

要な寄与を含んでいる。とりわけ，販売会社の性格規

定についての通説に根本的な批判を提起し，詳細に実

証したことは，学界に対する大きな貢献である。なお，

専門分野を中心とした学力については本人の経歴およ

び業績からみて十分と考えられる。よって本論文は博

士（経済学）の学位に相当するものと認められれる。
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学位論文題名 インセンテイプ契約の公共政策研究

ーエージェンシー理論による分析ー

主論文の要旨

本論文では，不完備情報下の政府と企業の公共財取

引に関する契約を，ェージェンシー理論の枠組みで分

析している。この分析の主要目的は，これまであまり

言及されてこなかったプリンシパルである政府とエー

ジェントである企業の私的情報の社会厚生的意味づけ

の問題について検討することにある。

第 1章では，本研究の理論的基礎を与えるエージェ

ンシー理論を概観する。まず，最も典型的なタイプの

プリンシパル・エージェント問題をシングル・エージ

ェント・モデルにより定式化し，それを Rogersonの

First-Order Approachを用いて解く。次に，ェージェ

ントの真の私的情報がおりこまれている契約（インセ

ンテイヴ契約）の一般的性質を明らかにする。

第 2章では，本研究の基本モデルとなる Freixas,

Guesnerie, Tiroleの1期間契約モデル（以後F-G-T

契約モデルと呼ぶ）を紹介する。 F-G-T契約モデル

は，通常のエージェンシー・モデルとは異なり，プリ

ンシパルである政府がエージェントである企業にたい

し，公共財生産に関わる意志決定を委ねるという点に

おいて顕著な特徴を有している。ここでは，まず，こ

のF-G-T契約モデルにたいして完備情報下及び不完

備情報下の最適契約をそれぞれ導出し，それらの契約

の性質を調べる。次に，政府が公共財の生産量を決め

る中央集権型モデルを構築し，社会厚生の観点から

F-G-T契約モデルと比較する。

第 3章では， F-G-T契約モデルを修正して報酬計画

そのものをも企業側が選択出来る自己選抜 1期間契約

モデルを構築する。まず，代替的報酬計画の特性を調

べるため，報酬計画が公共財生産量に関して線形及び

非線形となる場合をそれぞれ検討する。次に政府が作

成した生産計画および報酬計画を企業に選択させる中

央集権型自己選抜モデルを構築し，社会厚生の観点か

ら線形報酬計画の場合及び非線形報酬計画の湯合の自

己選抜 1期間契約モデルと比較する。結果として，
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Melumad, Reichelsteinの分析と同じように中央集権

型自己選抜モデルと非線形報酬計画の場合の自己選抜

1期間契約モデルは．社会厚生の観点から同等の意味

をもつことが示される。さらに，自己選抜1期間契約

モデルでは企業の生産技術が2種類に限定されている

が，それを Cooperの手法を用いることにより n穂類

に拡張する。このとき，政府が企業のタイプを予想す

るときに使われる分布関数がmonotonichazard rate 

propertyを満たし，企業の費用関数にある制約条件を

課したときには，この場合の最適契約が分離メニュー

になることが明らかにされる。

第4章では，プリンシパルである政府の私的情報が

社会厚生の観点からどのように評価されるかを調べる

ために，政府の私的情報を契約に含める場合と含めな

い場合にわけてモデルを構築する。両モデルとも，政

府による企業の投資活動の観察可能性の有無及び観察

可能な湯合に関しては，投資量を政府が決めるときと

企業が決めるときとにわけて分析が展開される。さら

にこれらの分析より得られた諸結果を，投資量，企業

の期待利潤及び社会厚生の観点から比較する。結果と

して，政府が企業の投資活動を観察でき政府自身によ

って投資量が決められる場合と，企業の投資が観察不

可能である場合には．プリンシパルの私的情報が社会

厚生にプラスの効果をもつ可能性のあることが示され

る。次に，政府が自己の私的情報を公開するか否かを

戦略とし，企業が政府にたいして自己の投資活動を観

察可能にさせるか否かを戦略とする非協カゲームを構

成する。このとき，このゲームにたいして支配戦略均

衡が一意に存在することが示され，しかも均衡上では

ファースト・ベスト解が達成されないことが明らかに

される。

第5章では， Dasgupta,Spulberと同様の 3種類の

入札を構築する。これらの入札は，入札で取引される

財がこれまでほとんど分析されてこなかった非分割財

であるという点に特徴をもっており，以下のように表

される。

（入札 1)財のある一定量を単一の企業に受注させる。

（入札2)単一の企業に受注させ，財の数量はその企

業の生産性に応じて決める。

（入札 3)複数の企業に受注させ，財の数量はそれら

の企業の生産性に応じて決める。

しかしながら Dasgupta,Spulberでは，入札の対象と

して公共財が用いられているにもかかわらず，政府の

目的関数として政府自身の利潤関数が使われているが，

ここでは政府の目的関数として社会厚生関数を利用す
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る。それぞれの入札ごとに，生産性の低い企業を入札

から除外するための条件を含むJレールを，社会厚生の

観点からみて，最適となるように設定し，各Jレール間

の比較厚生分析を行う。結果として，入札 3は入札2

を，入札 2は入札 1をそれぞれ社会厚生の観点から強

く支配するという Dasgupta,Spulberよりも明解な結

論を得ることができた。

論文審査の要旨

主査九州大学教授細江守紀

論文審査担当者｛副査 II 1/ 児玉正憲

II II 1/ 大住圭介

本論文は，不完備情報下の政府と企業間の公共財取

引に関する契約を，ェージェンシー理論の枠組みで分

析したもので，とくに，政府と企業がそれぞれもつ私

的情報が，その契約を通して，社会厚生にどのような

影響を与えるかという点を検討している。

エージェンシー理論は， 1970年代以降米国を中心と

して経済学はもとより経営学や組織論等の各分野にお

いて活発な発展を遂げつつある。この理論は経済主体

間の情報の偏在や不均一性といった情報の非対称性に

注目しており，この点で従来の経済学の枠を超えるも

のである。本論文はこのエージェンシー理論を政府調

達問題に適用し，さまざまな角度からその取引メカニ

ズムを分析している。章別構成は次のとうりである。

目次

序章

第 1章 エージェンシー理論の基礎

第 2章 政府と企業の 1期間契約モデルの基本分析

第3章 自己選抜 1期間契約モデルの分析

第 4章政府と企業の 2期間契約モデルの基本分析

第 5章入札モデル分析

終章

第 1章では本論文の理論的基礎を与えるエージェン

シー理論が概観される まず工 ／エンシー取引に

おいては情報の非対称性と環境の不確実性から生じる

モラル・ハザード問題，逆選抜問題，リスク・シェア

リング問題を克服する必要があることが指摘され，一

般的な，シングル・エージェント・モデルが定式化さ

れる。さらに，離散型成果モデルを導入することによ

って，対称情報下の最適契約と非対称清報下のそれと

の比較が容易になることが示され，また， Rogersonの

First-Order Approachによって最適インセンティヴ

-101 

契約の性質が明らかになる。

第 2章では政府と企業の 1期間契約モデルの分析が

行われる。第 1節で本論文の基礎モデ｝・レとして Frex-

as=Guesnerie=Tirole (1985年）の 1期間契約モデル

（以後， F-G-T契約モデルと呼ぶ）が紹介される。こ

のモデルは政府が企業の生産技術に関して完備な情報

をもっていないとき，その企業に公共財の生産を委託

し，生産量に応じて報酬を与えようとするものである。

第2節，第 3節において，この F-G-Tモデルの最適契

約が完備情報下の穀適契約と比較され，前者において．

社会厚生上の欠損が生じることが示される。第 4節で

は， 1期間契約の場合について,F-G-Tモデル流の分

権モデルと中央集権型モデルとが比較される。その結

果，完備情報の場合は，両者は社会厚生の観点で同等

になるが．不完備情報の場合は前者が後者より社会厚

生上望ましいことが示される。

第3章では,F-G-T契約モデルに対して報酬計画そ

のものの選択を企業側に許す自己選抜 1期間契約モデ

ルが検討される。第 1節では企業の生産技術に格差が

あることは知られているが，どの企業がどのような生

産技術をもっているかが政府に知られていない状況に

おいて，政府が提示する報酬計画の最適メニューを考

察している。とくに，この節では二つのタイプの生産

技術のみ力ゞ存在する場合に限定している。その結果，

生産性の低い（高い）企業に選択させるボーナスは公

共財の評価価格よりも小さい（等しい）ことが示され

ている。第 2節では生産技術が n種類存在する場合に

議論を拡張している。このとき．政府が企業のタイプ

を予想するときに使われる分布関数について危険率に

関する単調性が満たされ，かつ，企業の費用関数にあ

る制約を課せられるならば，最適報酬計画は第 1節と

同様の性質をもつことが示される。その結果．生産性

の高い企業ほど社会厚生が増大することが導かれる。

第 3節では前節までの自己選抜 1期間契約モデルを拡

張して，公共財の生産量と報酬の組からなる契約メニ

ューにおける最遼契約の性質を考察している。線形報

酬計画に限定した場合はこの集権型自己選抜モデルの

最適契約のほうが分権的自己選抜モデルより期待社会

厚生が高いことが示され，また，非線形報酬計画に拡

張した場合は，両者は期待社会厚生の点で同等である

ことが示される。第 4節では 1期間契約の拡張として

の多期間継続契約を分析する際の問題点を考察してい

る。とくに，契約のコミットメントが可能かどうかに

よって分析の内容が全く異なることが指摘され，また，

一般に自己選抜契約が不可能であることが示される。
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第 4章では前章までの 1期間契約モデルを(1)企業が，

R&Dのための投資を通じて既存の生産技術を向上さ

せる可能性をもち， (2)政府が，契約期間中に公共財の

評価価格について私的情報をもつ 2期間契約モデルに

拡張し，最適契約の性質を検討している。第 1節では，

まず，政府が私的情報を公開しない場合のモデルの枠

組みが明らかにされたのち，政府が企業の投資活動を

観察できるときと観察できないときの企業の投資水準

が比較され，後者の場合が過大投資となっていること

が示される。第 2節では政府が私的情報を公開する場

合が企業投資の観察可能性についてケース分けして検

討される。第 3節でそれまでの節でなされたものが比

較検討され，結果として，政府による企業の投資活動

の観察可能性の有無にかかわりなく，政府は私的情報

を公開したほうが，公開しない場合より期待社会厚生

が大きくなることが示される。また，政府が企業の投

資水準を観察できる場合，政府が私的情報を公開する

ほうが公開しない場合より企業の期待利潤は大きくな

ることが示される。なお，企業の投資水準を観察でき

ないときは政府の私的情報の公開の有無が企業の期待

利潤にどのように影響するかについては確定したこと

はいえないことが指摘される。また，これらの結果を

ふまえて，政府が自己の私的情報を公開するか否かを

戦略とし，企業が政府にたいして自己の投資活動を観

察可能にさせるか否かを戦略とする非協カゲームを構

成している。その結果，政府は情報を公開し，企業は

投資水準の観察をさせないことが均衡戦略となること

が指摘され，さらに，これがファースト・ベスト解に

はならないことが明らかにされる。

第 5章では Dasugpta= Spulberによってなされた

入札モデルを公共財調達モデルに適用している。入札

制度として(1)財のある一定量を単一の企業に受注させ

る， (2)単一の企業に受注させて，財の数凪はその企業

の生産性に応じてきめる， (3)複数の企業に受注させ，

財の数量はそれらの企業の生産性に応じてきめる，の

三つの制度をとりあげている。第 1節から第 3節まで

で，政府の目的関数として社会厚生関数を使うことに

よって各制度のもとでの社会厚生の特徴が明らかにさ

れ，第 4節で各制度間の比較厚生分析が行われている。

その結果，入札(1),(2), (3)の順に社会厚生が大きくな

っているという結論が得られる。

以上のように，本論文は政府による公共財の調達の

ためにどのようなインセンティヴ契約が有効であるか

という公共政策の基本問題をエージェンシー理論の枠

組みのもとに多彩な角度から検討している。とくに，
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政府の私的情報という視点は氏の独創によるもので，

政府と企業の情報戦略ゲームを構築することによって，

政府の情報政策に関して興味ある結果が導出されてい

る。また，政府の目的関数として社会厚生関数をとる

ことにより，一貫した角度でインセンテイヴ契約の比

較厚生分析がなされており，十分評価に値する本格的

な論文であると判断される。ただ，政府による企業の

投資水準の観察が不可能な場合についての企業利潤の

比較検討が明かでない点，継続取引については問題点

の指摘にとどまっている点はもう少し展開があってよ

かったのではないかと思われる。しかしながら，氏の

インセンテイヴ契約の分析は体系的に，かつ，厳格な

手法で展開されており，これまでの研究に新たな成果

を加えた分析として，斯学の発展に大きく貢献するも

のと思われる。

従って，本論文は経済学博士の学位を授与するもの

に値するものと考えられる。

中濱 隆氏学位授与報告

報告番号甲第15号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 4年12月25日

学位論文題名 米国生命保険業の構造変化

主論文の要旨

1960年代以降，アメリカの生命保険会社は資産・負

債構成や収益構造に変化が生じている。資産内容の悪

化や責任準備金の構成内容の変化，収益性の低下，そ

してそれらにともなう剰余金比率の低下という財務内

容の悪化である。

剰余金比率の低下をもたらしている主要な要因は，

具体的には純営業収益と一般勘定資産の価値の変動と

してとらえることができる。そこで当論文ではおもに

こうした二つの要因に酋目した構成内容として展開し

ている。

生命保険会社は保険引受業務の対応措置として商品

改革を行ってきている。それは1960年代初めに保険部

門のなかの団体年金に始まる。それは分離勘定の導入

（変額年金の創設）と一般勘定での投資年度別方式の

採用を内容とするものである。商品改革はその後1970

年代後半から個人年金で，そして80年代にはいり普通

生命保険でも展開された。こうした商品改革は投資成

果の直接的反映（分離勘定）や実勢金利の付与，保証
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（一般勘定）を特徴とし，他方で収入に占める純投資

収益の割合増大をともなうものであった。それは商品

改革が利回り，金利競争として展開されたことを意味

する。年金•生命保険の金融商品化である。それは生

命保険業の現段階における特徴を示すものである。［第

1章～第 3章］

そして商品改革の進展にともなって，生命保険会社

の負債の大部分を占める責任準備金は，年金準備金の

割合増大と生命保険準備金の割合減少，そして両準備

金に占める高利回り，高金利商品の準備金の比璽増大

となってあらわれている。収益性の低下は，保険部門

別の純営業収益でみた場合，生命保険準備金の割合減

少にもかかわらず普通生命保険の純営業収益が大部分

を占めていること，他方で年金準備金の割合減少にも

かかわらず年金の純営業収益はわずかにすぎないこと

にともなう純営業収益の相対的な減少によってもたら

されている。また商品改革の進展と収益性の低下は，

生命保険会社の利潤源泉でみた場合，従来の主要なそ

れである利差益の放棄（分離勘定），減少（一般勘定）

を示唆している。［第 4章，第 5章］

こうした収益性の低下に対処するために，生命保険

会社は資産運用業務で低格付け債の保有を増大させて

いる。そして金利の変動にともなう債券価格や株価の

変動が生命保険会社の保有資産の価値の不安定性を増

大させてきている。なかでも一般勘定資産の大部分を

占める有価証券の資産価値（債券は均等利回り評価額

または時価で，優先株は取得価額または時価で，普通

株は一般に時価で評価される）の不安定性の増大は，

法定有価証券評価準備金（債券・優先株部分と普通株

部分）の変動によくあらわれている。 1960年代後半以

降，有価証券に占める普通株の割合はわずかであるが，

普通株部分の般大限の準備金と実際の準備金，それら

に対応する純キャピタル・ゲイン／ロスは株価の変動

にともなって総じて大きく変動し，剰余金の増減に大

きな影響を与えている。それに加えて1980年代には，

債券・優先株部分でもこうした普通株部分と同じ状況

が生じている。有価証券の大部分を占めている債券の

純キャピタル・ロスと債券・優先株部分への繰り入れ

額の増大はおもに時価で評価される低格付け債の保有

増大によるものであり， 1980年代に剰余金比率を低位

にとどまらせている要因となっている。［第 6章，第 7

章］

こうした財務内容の悪化に対して，生命保険会社は

1980年代に資産・負債総合管理を採用している。その

中心的な手法はセグメンテーションであり， 1960年代
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初めに団体年金の商品改革で採用された投資年度別方

式が進展したものである。それは一般勘定の資産と負

債（剰余金を含む）をいくつかのセグメントに細分し，

それぞれのセグメントにおける資産と負債のキャッシ

ュ・フローを適合させることによって最適な投資収益

を実現させようとするものである。［第 8章］

しかしこうした資産・負債総合的管理にもかかわら

ず， 1980年代末におけるジャンク・ボンド市場の崩壊

と不動産市況の悪化によって生命保険会社の財務内容

は一層悪化し，経営悪化，経営危機にまで進展してい

る。こうした事態に対応して生命保険業の新たな規制

論議が従来の州レベルに加えて連邦レベルでも行われ

ようとしてい人［第 9章］

論文審査の要旨

主査九州大学教授深町郁禰

論文審査担当者｛副査 II 

II 
JI 

／） 丑山優

助教授川波洋一

本論文は，第二次大戦後，とくに1960年代から今日

にいたるアメリカ生命保険会社の資産・負債内容．収

益構造の変化を体系的に追跡したものである。アメリ

力生命保険会社の資産・負債構成，収益構造の変化を

もたらしたのは，変動為替相場制下の高インフレーシ

ョン，高金利，企業合併，そして大きく進展してきた

金融革新にもとづくものであった。資産内容の悪化，

責任準備金の構成内容の変化，収益性の低下，それら

にともなう剰余金比率の低下が金融環境の激変との関

連のもとに資料を用いて詳細に分析されている。

本論文は，「序章本稿の課題と構成」，「第 1章団

体年金の商品改革」，「第 2章 商品改革の進展」，「第

3章収支構成」，「第 4章負債構成」，「第 5章収

益構造」，「第 6章 有価証券と法定有価証券評価準備

金」， 「第 7章 法定有価証券評価準備金と剰余金」，

「第 8章資産，負債総合的管理」，「第 9章生命保

険会社の経営悪化」，「補論生命保険の基本型」から

構成されている。

第 1章，第 2章では， 1960年代以降のアメリカ生命

保険会社の商品改革が歴史的に論じられている。 1970

年代末から80年代にかけて生命保険会社は「商品革新

の時代」にあるといわれた。しかしそれらの商品改革

の初めは， 1960年代の保険引受業務に対応する団体年

金にほかならなかった。生命保険会社の保険型年金と

商業銀行信託部門の信託型年金とのあいだで資産運用
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の利回り競争が展開された。変額年金の創設による分

離勘定の導入，一般勘定における投資年度別方式の採

用が行われたのである。

商品改革は．団体年金に加えてさらに1970年代末個

人年金， 80年代初め普通生命保険の分野でも展開する。

金利競争がこれらの分野にも及んで，個人変額年金の

導入により「投資成果の直接的反映」がはかられ，ま

た一般勘定での普通生命保険にたいする実勢金利の付

与，保証が行われた。この分野では変額保険（分離勘

定）やユニバーサル保険（おもに一般勘定）などの新

製品が導入されたのである。これらはインフレーショ

ン，金利変動のもとでの「年金，生命保険の金融商品

化」である。

第 3章では，新しい商品改革のもとで生命保険会社

の収入・支出の構成がどう変化したかが検出される。

収入構成では保険引受業務からの保険料・年金掛金の

割合が減少し，資産運用業務からの純投資収益の割合

が増大している。他方支出構成では年金の割合が増大

し生命保険の割合が減少している。

以上の収入構成における純投資収益の割合の増大は，

80年代半ばには保険料・年金掛金と同じ比重を占める

ようになっている。生命保険会社の将来の保険金，年

金の支払いのために積み宣てられている責任準備金は，

上述の保険料・年金掛金，そして予定投資収益 予

定利率での保険料・年金掛金の運用 の合計から構

成されている。したがって保険料・年金掛金の割合が

低下しており，しかも将来における保険金，年金の支

払いを履行していくためには，生命保険会社は予定利

率以上の投資収益を獲得しなければならない。それは

資産運用業務である純投資収益の増大からもたらされ

る。だから保険料・年金掛金にたいする予定利率での

割引は「生命保険業において資産運用業務と保険引受

業務を有機的に結びつける基底的な要因である」。した

がってこの純投資収益の増大は，保険引受業務として

の生命保険．年金契約を獲得し，責任準備金を増大さ

せる要因にほかならない。

第 4章では，まず責任準備金，すなわち年金準備金

と普通生命保険準備金に占める高金利商品の比重の高

さが示される。さらに資産にたいする負債側 負債

と資本金・剰余金—における剰余金の比率は60年代

の7%台から80年代後半には 6%台に低下している。

この剰余金は特定の危険のために設定された特別剰余

積立金，未分配剰余積立金である。負債の大部分を占

める責任準備金の割合が一定し，これら両剰余金の割

合がさらに低下していく状況のもとでは，責任準備金

第 58巻第6号

の構成は，年金準備金の割合増大と生命保険準備金の

割合減少，そして両準備金における高金利商品の比重

増大となってあらわれていた。

第 5章では，以上のような商品改革の進展にともな

う責任準備金の構成変化のもとで，生命保険会社の保

険部門別の純営業収益と利潤源泉を考察している。普

通生命保険の純営業収益は一貫して最大である。だが

全保険部門の責任準備金と純営業収益の伸びを対比す

ると，責任準備金は，その構成比では年金準備金の割

合増大．生命保険準備金の割合減少という変化を示し

ている。それにたいして純営業収益は保険部門全体に

たいしては変動しており，責任準備金の伸びとは結び

つかなくなっている。

さらに利潤源泉をみると，年金，保険金の支払い・

履行のためには．責任準備金の運用によって予定利率

以上の投資収益を獲得することが必要である。この予

定利率をこえる投資収益は利差益であり，死差益，費

差益とともに生命保険会社の利潤源泉を構成すること

になる。従来利差益を利潤源泉としていた生命保険会

社は分離勘定で利差益を放棄し．一般勘定で利差益を

減少させている。分離勘定での利差益の放棄は投資成

果の直接的反映，したがって投資リスクの契約者への

転嫁である。 1970年代末から80年代初めの高金利期に

は一般勘定における利差益の減少，さらには利差損が

あらわれていた。ところが生命保険会社の年金，生命

保険の商品改革は投資収益を増大させることによって

行われていた。保険引受業務の資産運用業務への依存

はますます高まってきている。

第 6章，第 7章では，生命保険会社の貸借対照表上

の負債側の項目のなかでの剰余金，有価証券，法定有

価証券評価準備金 (MandatorySecurities Valuation 

Reserve MSVR)のあいだの関連を明らかにして

いる。生命保険会社の一般勘定資産のなかで大きな割

合を占めているのは有価証券である。剰余金の割合に

影響をあたえるもののひとつは純営業利益であり，も

うひとつは一般勘定資産，したがって有価証券の価格

変動である。生命保険会社は法定有価証券評価準備金

を積み立てている。この評価準備金は債券と優先株の

債務不履行で生じる損失と普通株の価格変動を吸収し

て，剰余金を保護するために創設された。この評価準

備金となる一般勘定保有の債券のうち社債は十分な担

保を有し，元本，利子が債務不履行になっていない場

合，均等利回り評価法 (amortization)にもとづいて

評価される。公債，外国債も同じである。この評価法

は，取得価格と額面価格＝償還価格とが異なる場合，
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その差額を取得日から償還期日までの日数で割り，そ

れを加えて取得価格を増額あるいは減額した価格で評

価するというのである。その他の普通株は簿価か時価

で，また優先株は取得価格か時価で評価される。

収益性の低下に対処するため生命保険会社はジャン

ク・ボンドなど低格付け債を保有している。そして金

利や株価の変動は有価証券価格の不安定性，法定有価

証券評価準備金の変動，キャピタル，ゲイン／ロスを

増大させている。

第 8章では，以上の財務内容の悪化にたいして生命

保険会社は資産・負債総合管理を用いていることが述

べられている。生命保険会社は1960年代初めまではそ

れらの資産をひとつの一般勘定（投資勘定）で保有し

ていた。そこでは投資のキャッシュ・フローに保険の

キャッシュ・フローが対応して保険会社の流動性が維

持されていた。資産・負債総合管理の中心的手法は投

資年度別方式のセグメンテーションであり，その場合

対象となる資産は社債と抵当貸付であった。それら資

産の明確な満期と返済計画にたいしては，負債では団

体年金が年度別に対応させられたのであった。しかし

1966年， 69年の金利高騰期には，契約者貸付つまりキ

ャッシュ・アウトが増大し，また債券の繰上償還と抵

当貸付の期限前貸付つまりキャッシュ・インが減少し

た。安定的キャッシュ・フローの低下に対応して，負

債と資産のすべてを対象とするセグメンテーションが

展開していく。

第 9章では，こうした資産・負債総管理にもかかわ

らず， 1980年代末にはジャンク・ボンド市場が崩壊し，

不動産関連資産の市況も悪化する。そして生命保険会

社の経営悪化や支払い不能が発生するにいたった。監

督規制が州レベルから全米レベルに上向する動きも出

ている。たとえば，州の保険監督官によって構成され

る全米保険監督官協会の設立，「1991年保険保護法

(Insurance Protection Act of 1991」, 「1991年保険

詐欺予防法 (InsuranceFraud Prevention Act of 

1991)」の会議への上程という動きがそれである。

本論文では，変動相場制下のインフレーション，金

利の激変，金融システムの変革がアメリカの生命保険

会社に及ぼした影響，そして保険会社，業界のそれら

に対応する改革の極めて具体的で執拗な追跡が行われ

ている。生命保険会社の財務の豊富なデータ分析によ

って，責任準備金の伸びに対応して純営業収益の伸び

への依存度が高まりながら，実際には高金利商品によ

る利差益の確保の不安定化のために，そうした期待を

達成できないでいることが，新商品開発に即して的確
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に追跡されている。そこは生命保険会社財務内容の悪

化のプロセスである。この点に関連して「有価証券と

法定有価証券評価準備金」（第6章）は有価証券の分析

を組みこんだものとして高く評価できる。「年金•生命

保険商品の金融商品化」は抽象的スローガンではなく

具体的に分析され体系化されているのが本論文の特色

である。本論文で筆者の利用している資料は日本内外

の文献にわたって豊富である。また，本論文を中心と

した専攻分野に関する専門知識についても，本人の研

究歴および研究業績等から判断して十分であると考え

られる。

以上の理由から，本審査委員会は中濱隆氏の本論文

が経済学博士の学位を授与するに値するものと考える。

察剣波氏学位授与報告

報告番号甲第16号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 5年 3月26日

学位論文題名 戦後台湾，韓国の経済成長と為替管理

自由化ー香港を中心とする東アジア地

域のマネーフローとの関連で一

主論文の要旨

本論文は為替管理問題を台湾，韓国に対象を限定し

て考察し，為替レート制の変化，為替市場の設立と資

本取引の変化に対する分析を通じて，台湾，韓国のほ

うから国際金融市場香港の地位とその変貌を考察する

ものである。

まず，「序」では，本論文がいかなる目的のもとで書

かれるかについて触れる。

1971年，米ドルと金の交換性が停止され，ブレトン・

ウッズ体制の固定相場制はここで実質的に崩壊した。

1970年代半ばから，多くの発展途上国がこれまで採用

してきた単ー通貨，とくにドルヘの固定的なペッグ制

を維持できなくなり，通貨バスケットヘのペッグ，管

理変動レート制の採用へと弾力的な為替レート制の採

用を通じて為替取決めが変更しはじめ，為替取決めの

世界的地図が大きく変化した。それと同時に，変動レ

ート制を採用した国々にはさらに為替市場も設立され

るようになった。 1970,1980年代，発展途上国の資本

取引，国際収支ファイナンスも国際金融市場の変貌と

ともに大きく変化した。 IMFは変動相場制のもとで出

現したこのような現象を「変動相場制における決済シ
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ステムの変化」と位置付けている。 ら為替市場のそれぞれの特徴を分析する。最後に，為

発展途上国経済発展の優等生といわれるアジア 替市場の導入を含む変動レート制における台湾，韓国

NIEsの代表的な地域台湾．韓国は1950年代末,1960年 の為替システムの変化を固定レート制下のそれと比較

代初めから外資導入をテコに輸出指向型経済政策を採 しながら分析を行なう。本章では，台湾，韓国の通貨

り，著しい経済成長を達成し，世界的に注目を浴びて 当局が民間の先物為替取引を国際金融市場で行わせな

いる。経済発展とともに，台湾，韓国の為替管理，為 がら，国内為替市場を運営する特徴を強調する。

替システムも大きく変化した。 1978, 1980年に台湾， 「第 4章 国際収支の構造変化と資本取引の自由化

韓国はそれぞれドルペッグから変動レート制に移行し， 措置」では，まず．戦後台湾と韓国それぞれの国際収

それをきっかけに為替市場を設立した。その上， 1987 支の具体的構造とその変化を国内資本蓄積メカニズム，

年に台湾， 1988年に韓国は資本輸出を中心とする資本 工業化政策との関連において考察する。そして，国際

取引の自由化措置を断行した。韓国は1988年11月1日 収支構造の変化と資本取引政策との関係を分析し，

から IMF八条国へも移行した。 1980年代半ば，資本導入を中心とする資本取引自由化

経済発展とともに，①戦後台湾，韓国の為替管理自 政策から資本輸出を中心とする資本取引自由化政策へ

由化はどのように変化を遂げているのかを歴史的に， の転換の背景を明らかにする。本章では政策変化を中

具体的に追って，その原因分析を行なうこと，②金融 心に資本取引の変化を論じる。

システムとの関連で台湾，韓国の為替市場の構造と運 「第 5章資本取引の変化 国際金融市場香港と

営を解明すること，③為替管理自由化の進行過程にお の関連で 」では，国内資本蓄積メカニズムの変化，

ける台湾，韓国それぞれの特徴とその特徴を生み出す 為替システムの変化，国際収支構造の変化と資本取引

原因を分析すること，④このような動きと国際金融市 政策の変化を踏まえて，資本取引，マネーフローと国

場との関連を明らかにすること，がこの論文の目的で 際金融市場の相亙関係を論じる。まず，戦後発展途上

ある。 国の国際収支ファイナンスと国際金融市場との関係を

それによって，国際金融問題に対して，発展途上国 考察する。そして，台湾，韓国の資本取引を資本導入

からのアプローチを試みる。 と資本輸出との二面に分け，資本導入と資本輸出の二

「第 1章経済成長と金融政策」では， 1950年代か 而から台湾，韓国の資本取引と国際金融市場，とくに

ら1980年代末にかけての台湾，韓国の投資，金利政策 香港国際金融市場との関連を考察する。最後に，イン

と国内資本蓄積メカニズムの変化を中心に論じ，戦後 ターバンク取引の分析から， 1980年代半ば以後，台湾．

台湾．韓国の金融政策の相違とその背景を指摘し，本 韓国の資金需要の低下とともに，香港市場は台湾，韓

論文の出発点とする。 国にとって資本市場としての重要性が低下し，為替市

「第 2章 為替レート制の変化」では，まず， 1970 場としての重要性が増大していることを指摘する。

年代半ばから，発展途上国の一般的変化を考察し，発 最後に，「あとがき」では，これまでの考察を基にし

展途上国の為替レート制変化の中に台湾と韓国の位置 て，戦後．とくに1970年代以後の台湾，韓国の為替管

付けを行う。そして，戦後台湾，韓国の輸入代替工業 理自由化の意義を考察する。そして，台湾，韓国の為

化から輸出指向型経済成長への工業化政策変化の中に 替管理自由化によって，アジアにおいては貿易だけで

おいて，為替政策の変化を論じる。つまり，工業化と はなくて，金融面でも，重層的な関連を持ち始めたこ

為替政策との関連を踏まえて，為替レート制の変化を とを強調する。

分析する。そのうち， 1978年， 1980年台湾，韓国それ

ぞれドルペッグから変動レート制への変化とその原因

を中心に分析を行なう。最後に，台湾，韓国の為替政

策の相違を考察する。

「第 3章為替市場の設立と拡大」では，まず，変

動レート制の導入をきっかけに，台湾，韓国はそれぞ

れ為替市場を導入したことを指摘し，台湾，韓国の為

替レートの決め方，為替市場の構造とその運営につい

て具体的に考察する。そして，貿易取引と為替取引，

直物取引と先物取引，為替リスクの転嫁メカニズムか
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論文審査の要旨

主査九州大学教授深町郁禰

論文審査担当者1副査 ／） ／） 徳永正二郎
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基軸通貨ドルの金交換停止，変動相場制への移行が

発展途上国にドルペッグから通貨バスケットヘのペッ

グあるいは管理変動相場制をとらせていく。本論文は，
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台湾，韓国を対象にこの問題を検討している。論文の

章別構成は次のとおりである。

序章，第 1章経済成長と金融政策，第 2章 為 替

レート制の変化，第 3章 台湾，韓国の為替市場，第

4章 国際収支の構造変化と資本取引自由化政策，第

5章資本取引の変化 国際金融市場香港との関連

で一ー，終章。

ドルペッグから変動レート制への移行，そして外国

為替市場の設立は台湾では1978年，韓国では80年であ

った。さらに資本輸出を中心に資本取引の自由化措置

がとられたのは，台湾で87年，韓国では88年にほかな

らなかった。本論文は次の 4つの目的をもっている。

第 1は，台湾，韓国において外国為替管理はどのよ

うな変化を遂げているか，第 2に，両国の金融システ

ムとの関連で外国為替市場の構造と運営の解明，第 3

に，為替取引自由化の過程で台湾，韓国のそれぞれの

特徴と原因の解明，第 4に，以上の動きと国際金融市

場との関連の明確化，である。

第 1章では，高い経済成長，共通な経済発展パター

ンをもっている台湾，韓国は， 1960年代， 70年代に金

融政策，金融システムで異なっていたことが示される。

台湾では中国本土から移された紡績資本と農地改革に

よる土地資本の産業資本への転化を通じて，直接投資

を中心とする外資導入の基盤をつくりだした。経済成

長率は60年ー70年で平均8.8%であり， 75年まで赤字の

貿易収支はそれ以降黒字に転化した。しかも， 73年ま

で消費者物価は 2%-3%レベルにとどまっていた。

1958年二重為替レートを単ーレート化し，輸入代替工

業化戦略を輸出指向政策に転換した。 60年代には国内

貯蓄率が急速に高まったため外国資本への依存率は減

少した。 70年代にはいると，産業構造は重工業化する。

それへの投資は国内貯蓄で賄われた。 80年代も同じ傾

向が続いていく。

韓国では， 1960年代後半から最終消費財（軽工業）

部門の輸出と資本財部門の輸入代替化政策をともに推

進する政策を採用していた。 70年代前半には，重化学

工業と電子工業を「 6大戦略工業部門」に選び，それ

らの促進のため外資導入を稽極的に進めてきた。 57

年ー66年までは国内貯蓄よりも海外貯蓄の方が高かっ

た。経済成長率は67年ー71年9.7%, 72年ー76年10.1%

と高い伸び率であったが，消費者物価は， 66年から70

年代末まで10%-20%の対前年上昇率であった。 80年

代には消費者物価は一けた台に落着いていく。この時

代，韓国は「市場メカニズムによる資本蓄積」を金利

自由化を通じて推進してきた。 86年に国際収支の黒字
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転換にともなって，国内金融市場の開放要求が強めら

れ， 88年12月に貸出金利のほぼ全面自由化，長期金利

の自由化などが実現された。

1960年一70年代と80年代の 2つの時代が区別されね

ばならない。台湾と韓国ではコントラストが顕著であ

る。台湾ではその重化学工業化に必要な資金は海外か

らの供給に依存せず，国内貯蓄によって支えられて

いた。これにたいし韓国では，国内貯蓄が不足している

ので，投資の多くは海外貯蓄に依存せざるをえなかった。

第 2章では，変動相場制移行後， ドル，ポンド，仏

フランにペッグし外国為替集中制度をとっていた発展

途上国が，ペッグを離脱し，複数通貨バスケットヘの

ペッグ，管理フロート制へ移行する傾向がみられた。

発展途上国はドルをはじめ，主要同通貨にペッグし

ていた。変動相場制に移行した場合ドルペックしてい

る発展途上国は，どのような難点をもつであろうか。

途上国がドルペックしている場合， ドルが対円相場で

下落すると，途上国は米国とともに円にたいして自国

通貨が下落し，輸出入価格の変化によって貿易収支に

影響をうけざるをえない。もうひとっ，途上国のドル

ペックは為替リスク管理の問題をひきおこすのである。

台湾は1951年に単一為替レートを複数為替レートに

移行させた。この複数為替レートは1952年ー59年の輸

入代替工業化の時期であったが， 60年には輸出指向型

工業化に移行された。複数為替レートの単ーレートへ

の復帰は63年であり， 1ドル=40.05元の為替レートは

73年まで維持されていた。 70年代にはマネーサプライ

は30%から50%まで増加し，国内経済は投機資本の増

大によるインフレ圧力に直面した。したがって79年 7

月にはドルペックからの離脱，管理変動レートの採用

に踏み切った。

韓国の為替レートは， 1945年ー64年の二重レートか

ら単ーレートにいたる時期は固定相場制の時代である。

それは米国の対外援助を有利ならしめるためのウォン

高の期間であった。 61年には韓国は外貨導入を梃子と

する輸出主導型工業化の期間にはいった。 64年ー80年

はドルペッグの時代であり，韓国は60年代の労働集約

的軽工業から70年代の資本集約的な重工業の時期に移

っていった。64年に 1ドル=130ウォンだった為替レー

トは単ーレート設定時の65年3月には255ウォン，そし

て80年には660ウォンと低落していった。この年，韓国

は複数通貨バスケットのペッグに転換した。ウォンの

レートは SDRの主な構成通貨の加重平均を基礎とし

て算出されている。 50%はドル， 20%-30%は円，残

りはマルク，ポンド，仏フランである。
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第 3章では，台湾，韓国の外国為替市場が説明され

る。台湾では79年 2月に初めて外国為替市場が設立さ

れた。為替レートは中央銀行指定レートから一定の変

動幅の内部で為替取引指定銀行が需給で決めるものに

変えられた。第 1の為替市場は，貿易輸出入商―指

定銀行 外為センター―中央銀行という縦の為替

取引市場，第 2の為替市場は，為替銀行相互間の横の

為替の直接取引市場であった。先物為替取引，為替リ

スクの指定銀行から中央銀行への転換が示された。先

進国の外国為替市場では為替リスク回避のための金融

取引が多い。台湾の為替市場では逆に貿易取引より銀

行間市場取引，金融取引が少ない。

韓国の外国為替市場では， 1980年に政府は固定レー

ト，為替取組証システムから市場による為替レート決

定に為替取引を変えさせている。為替取引証とは，為

替銀行が発行する為替取引の流通可能証書であり，す

べての対外支払いのための為替購入時に要求されるも

のである。この国の外国為替市場における先物取引は

80年には直物取引の0.4%であったものが，88年には47

％に達している。

台湾と韓国の外国為替市場を対比すると，為替レー

トの決定について大きな違いがある。台湾では通貨当

局は直接為替市場に介入せず， 5つの大銀行の協議に

まかせる。しかし先物市場の運営には，中央銀行は再

ヘッジ率の高低を調節しながら取引規模をコントロー

ルする。指定銀行は中央銀行に先物為替を売り，ヘッ

ジ取引のため買い戻す取引が認められている。中央銀

行とのこの再取引の割合が再ヘッジ率である。

ところが韓国では，為替レートは中央銀行が自ら決

定し発表する。だが為替市場の運営は銀行と市場メカ

ニズムにまかせている。両国では先物市場が発展して

いないから，「国際金融市場を利用して，為替リスクの

回避を行わなければならない」。

第 4章では，資本取引の視点から台湾，韓国の為替

管理を検討している。両国の国際収支の構造と変化を

国内資本蓄積メカニズムと関連させて考察する。台湾

は， 83年まで資本を輸入している国であり，政府借款，

国際金融機関の借入れが大半を占めている。石油危機

を契機に，台湾の直接投資政策は抑制から積極的導入

に変えられた。さらに80年には，「科学工業園区」を創

設し， 87年に資本取引自由化措置を実施した。資本流

入にたいして制約を残すが，流出については大幅な自

由化をはかっている。韓国では62年に外資奨励政策を

打ち出し， 73年には「外資導入法」が改正された。 80

年代後半には外国人に国内証券投資の自由化が認めら
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れている。

第 5章では，台湾，韓国の国際収支ファイナンスと

国際金融市場，とくに香港市場との関係が考察されて

いる。台湾，韓国のシンジケート・ローンの香港から

のシェアは非常に高かった。 80年代には両国の香港で

の借入れは低下するが，外国為替市場，中国にたいす

る直接投資は逆に大きくなっている。

本論文では，第 1章から第 4章まで基軸通貨ドルの

金交換停止，変動相場制下での台湾，韓国のドルペッ

グから通貨バスケットヘのペッグ，管理変動レート制

への移行を追跡してきた。この分析ではこれら両国の

再生産＝蓄積の基礎から留易取引，資本輸入政策，資

本輸出政策が上向的に検討された。これは新しい分析

視角である。この視角は，外国為替取引で先物取引が

直物取引にくらべていちじるしく少ない，貿易取引に

くらべて金融取引が少ない， という発展途上国特有の

事情からきたものであるかもしれない。第 5章では，

国際金融市場，外国為替市場との関連で横の銀行間取

引を問題とする視角で分析をこころみている。この視

角での香港市場の分析は貴重である。だがユーロカレ

ンシー市場，シンガポール市場，東京市場などを加え

てさらに分析を重ねることが必要であろう。本論文の

発展途上国，とくに台湾，韓国の為替管理についての

分析は，この専門分野に新たな知見をつけ加えている。

したがって本論文は博士（経済学）の学位を授与する

に値するものと考える。

今村寛治氏学位授与報告

報告番号甲第17号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 5年 3月26日

学位論文題名 アメリカ労使関係の変容と QWLの意義

主論文の要旨

1960年代後半から70年代前半にかけて，ノルウェー

における産業民主主義の実験以降，労働の人間化

(humanization of work)あるいは QWL(Qualityof 

Working Life: 労働生活の質の向上）と呼ばれる運動

が，世界的な広がりを見せ，なかでもアメリカでは一

種のブームとなった。

この背景には，豊かな社会の出現や高等教育の普及

によって欲求を高度化させている労働者が，現実に遂

行している職務に不満を抱き，それがアブセンティズ
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ム（無断欠勤），労働移動，サボタージュ，ストライキ

などのいわゆる労働疎外症候群となって出現するとい

う状況があり，その結果，原価上昇，品質低下などを

招いた。しかし，この時期の QWLは，労働者の価値

観の変化に対応した労働者の心理的充足という性格が

強かったように思われる。

ところがその後 QWLは，アメリカにおいては第一

次石油危機後の長期不況に伴い全般的に停滞し， 1970

年代の終わりから80年代にかけて再び盛んになった時

には，国際競争力の低下，組合組織率の逓減や団体交

渉における度重なる譲歩に代表される労慟運動の退潮

に見られるように，それを取り巻く環境が急激に変化

していた。

そこで本論文では， 1960年代後半から70年代前半に

かけてアメリカに導入された QWLが， 70年代後半以

後のアメリカ労使関係の変容のなかでどのような変質

を蒙ったかを解明しようとするものである。

本稿の構成としては，まず第 1章で， QWL概念の定

義を紹介し， QWL発祥の地であるノルウェーとスウ

ェーデンの北欧二か国およびアメリカにおける QWL

運動の展開過程に触れた。

次に第2章第 1節では，最近のアメリカ労使関係の

変容に関して積極的な発言を続けているコーハン (T.

A. Kochan), カッツ(H.C. Katz), マッカーシー(R.

B. Mckersie)ら（以下KKMと略す） MIT (マサチュ

ーセッツ工科大学）グループの理論を紹介し，第 2節

で，彼らの主張を整理する形で，アメリカの伝統的な

組合型労使関係システム(traditionalunion industrial 

relations system)の特徴を示した。

さらに第4章と第 5章で，伝統的な組合型労働関係

システムの変容にきわめて大きな影轡を与えた労働市

場と製品市場および非組合型労使関係システム (non-

union industrial relations system) を順に考察した。

ここでは，非組合型労使関係システムに，屈用保障，

企業内部からの昇進，平等色の強い賃金・付加給付，

労使間の情報の共有などの人事管理を通じて，労働者

と企業の一体感を醗成し強化するという特徴が存在す

ることが明らかになった。

第 6章では，これらの諸要因によって伝統的な組合

型労使関係システムがどのような変容を見せているか

を解明しようと試みた。そして以上の分析を踏まえて，

QWLの採用動機の変化，いわば QWLの変質とそれ

をもたらした環境変化を明らかにしたいと考えている。

また，第 3章では，伝統的な組合型労使関係システ

ムの変容の典型的な事例とてアメリカ自動車産業を取
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りあげ， 1970年代後半以降の同産業の動向を詳述し，

さらに，第 4章第 3節で，アメリカ労使関係の「変容」

という用語をめぐる議論を検証し，第 4節で，アメリ

力労使関係の変容に関するいくつかの見解のうち，

KKMと並んで注目するに値すると思われるオスター

マン(P.Osterman)の見解を考察した。

結果として以下のことが明らかになった。

まず，アメリカの伝統的な組合型労使関係システム

の変容に関しては，ニュー・ディール以来，アメリカ

労使関係の基調を成していた伝統的な組合型労使関係

システム（経営側による戦略的意思決定の独占，団体

交渉制度の比重の大きさ，職場レベルにおける職務規

制組合主義の遵守という特徴をもつ）が，労働市場と

製品市場および非組合型労使関係システムなどの諸要

因によって，新しい労使関係システムヘと変容し始め

ていると言えるであろう。

新しい労使関係システムは，次のような特徴を持っ

ていた。

まず戦略レベルでは，従来は独占的に経営の統制下

にあった企業の戦略的意思決定に，労働組合が参加す

る動きが見られること。

次に団体交渉レベルでは，賃金・付加給付の実質的

引き下げ，作業組織や人的資源配分における柔軟性の

増大を目的としたワークルールの変更などを主な内容

とする労働側による譲歩である。

そして職場レベルでは， QWLを代表とする経営参

加型管理が導入された。これは，既存のワークルール

の大規模な変更を前提としており，その結果，従来支

配的であった職務規制組合主義を侵食する傾向がある。

それでは， 70年代後半以降のアメリカ労使関係の変

容の中での QWLの変質という本論文の課題にどのよ

うな解答が与えられるべきであろうか。それは，次の

ようになるであろう。

1960年代後半から70年代前半の QWL(前期 QWL)

は，労働者の価値観の変化に対応した労働者の心理的

充足という側面が強く，労働疎外の解消や労働の人間

化という視点から導入されることが多かったのに対し

て， 1970年代後半以降の QWL(後期 QWL)は，アメ

リカ産業の国際競争力低下を受けて，それまで職場を

支配していた硬直的な職務規制組合主義を解体させ，

労働過程のフレキシブル化・効率化を目指す生産性向

上施策的性格が強くなってきた。

つまり，団体交渉レベルだけを重視してきた（＝労

使間の接触が団体交渉レベルだけに限定されていた）

従来の伝統的な組合型労使関係システムにおいて，近
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年，戦略レベルと職場レベルにおける労働者の参加，

言い換えれば，労働組合を経由しない経営側と労働者

との直接的な接触が促進されることによって，新しい

労使関係システムが出現しつつあり，このような状況

の中でQWLは，職場レベルにおける参加的管理とし

て導入されているのである。

これまでの QWLに関する学界の動向を振り返ると，

QWLにはさまざまな研究分野からのアプローチが可

能であるために，その概念は多種多様であり．ともす

ると議論が拡散する傾向が見られる。そこで本論文で

は， 1960年代後半から70年代前半にかけてアメリカに

導入された QWLが70年代後半以降どのような変質を

蒙ったかという点に対象を絞り込み，それを取り巻くア

メリカ産業社会の具体的な展開を通して明らかにしよ

うと努めた。この点が本論文の意義であると思われる。

論文審査の要旨

主査 九 州 大 学 教 授 原 田 宵

論文審査担当者［副査 " " 下山房雄

11 11 助教授遠藤雄二

1960年代後半，先進資本主義国では所得水準や教育

水準の上昇によって欲求を多様化させた労働者が，フ

ォーディズムに象徴される単純反復的無内容な職務に

不満を抱き，それが無断欠勤，労働移動，サボタージ

ュ，ストライキなどの労働疎外症候群となって頻発し，

コスト上昇，品質低下などの経営問題が生じていた。

その対策として労働過程における人間性の回復を訴え

る「労働の人間化」 (Humanisierungder Arbeit)や

「労働生活の質の向上」 (Qualityof Working Life) 

と呼ばれる運動が起こり，世界的な注目を惹いた。

本論文は，その運動のアメリカにおける展開を特に

自動車産業の労使関係の中で跡付け， QWLの意義と

その変質を追求したものであり， 6章からなる。

第 1章ではまずQWLの概念規定を行い，その前提

となった北欧型産業民主主義国での労働者参加の先導

的試行，またアメリカにおける先駆的事例を検討する。

概念規定については，全社会的規模におけるマクロ的

QWLと作業現場におけるミクロ的QWLとを分類し

たのち，労働者の職場での欲求充足，能力開発と発揮

の機会，意思決定への参加などミクロ的QWLを固有

の概念としている。また先導的試行としてスエーデン

のサーブ・スカニア社(1968), ボルボ社(1972)におけ

第 58巻第6号

る成果と限界，先駆的事例として IBM社(1943),メイ

タッグ社(1959)の職務拡大を紹介する。これはいわば

前期的QWLである。

第 2章では，コーハン＝カッツ＝マッカーシー

(Kochan, T. A., H. C. Katz and R. B. Mckersie) 

らに依拠しつつ最近の労使関係は，①企業戦略レベル，

②団体交渉と人事政策レベル，③職場における労働者

参加レベルという山層構造において捉えるべきこと，

ところが従来の伝統的労使関係システムは団体交渉レ

ベルにのみ固執してきており，いまや労働市場の変化

（組合組織率の低下）のみならず製品市場における競

争の激化，非組合型労使関係システムの台頭によって

労働組合の伝統的な「硬直的」職務規制が挑戦を受け

ていることを指摘し，さらにこんにちまで支配的であ

ったニューディール以来の組合型労使関係システムの

特徴を回顧的に検討している。

第 3章は，コーハンらがいう新しい労使関係システ

ムの一事例として1970年代後半以降のアメリカ自動車

産業を分析する。そこではまず同時期のアメリカ自動

車産業の衰退，とりわけ屈用労働者数の劇的な削減を

概観し，クライスラー， GM,フォード 3社がそれぞれ

全米自動車労働組合(UAW)に対し譲歩交渉(concess-

ion bargaining)を迫り，一方で賃金・付加給付抑制

のため労働者の既得権を剥奪しつつ―例えば

COLA=生計費調整手当の廃止・延期や AIF=年次賃

金改善要因の廃止など一ー，他方で経営側主導のもと

雇用と所得の若干の保障を与え，生産性向上のため労

働者の技能訓練や職場における労働者の参加を含む

QWLプログラムを導入した経緯を述べている。これ

によってアメリカ自動車産業の労使関係はコーハンら

のいう新しい協調的労使関係へと変容し始めるのである。

第 4章は伝統的な労使関係のこのような変容とその

原因を考察する。まず組合組織率の低下(1945年の35.5

％から1984年の19.1%へ）の原因として製造業からサ

ービス業への雇用のシフト，北部および中西部から南

部および西部への産業の地理的移動，ホワイト・カラ

ーおよび女性の構成比の増大などが通常挙げられるが，

そのような客観的条件よりもっと重要なのは経営側の

反組合的活動，および組合自体の組織化努力不足によ

る交渉代表選挙の組合勝率の低下である。次に製品市

場の変化をみると，国際競争の激化，アメリカ国内の

非組合企業の競争力増大，および1970年代終わり頃か

らの規制緩和による競争の激化が目立つ。それらの要

因がすべての産業，企業に均等に作用するわけではな

いが，そのような外部環境の経済的圧力によって団体

-llO-
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交渉の過程においては交渉構造の分権化，労使関係ス

タッフの役割低下，新しいコミュニケーション形態が

登場し，その結果賃金・付加給付の譲歩，新しい賃金

制度の導入，就業規則の変更，労使強調の方向性が明

らかになった。

しかしこのような変化は，果たしてコーハンらが主

張するように労使関係の「変容」 (transformation)な

のかという問題がある。これについて最近の傾向は何

ら変容ではなく，アメリカの労使関係はワグナー法以

来もともと使用者優位であったのだからそれが一層

「進展」 (evolution) したに過ぎないというブロック

(Block,R.N)の批判がある。これに対しコーハンらは

労使関係が三層の構造に拡大された現実を質的変化＝

変容と捉えているのであって，彼らが職場レベルでの

QWL運動の活発化を労使関係変容の重要な契機と位

罹付けたことを著者は評価している。

第5章では，前章で触れるに止めた非組合型労使関

係システムなるものを検討する。そこではこれまであ

まりとり上げられなかった非組合型企業の実態を分析

した二つの研究が比較され興味深い考察となっている。

まず第 1はバーマとコーハン (Verma,A.andT.A. 

Kochan) による巨大コングロマリットの事例研究で

あって傘下の組合化されている30工場群と非組合46エ
場群との労働コスト，革新的な人的資源管理諸制度の

導入実施の程度，例えば QWL強度指数 (QWLinten-

sity index)などを比較し，組合工場の方が労働コスト

が30%高いのに対して QWL強度指数は非組合工場の

方が約 2倍高いなどのデータを紹介する。

第 2の研究はフォルクス (Foulkes,F.K)のものであ

って非組合大企業26社を対象にした経営者，管理者へ

の面接調査である。それによればトップ・マネージメ

ントの組合は不要という「哲学」ないし［価値観」が

現実の人事政策を介して労働者の信頼，協力の経営風

土を醸成するという。著者はこの見解に対しては批判

的であり，やはりバーマ＝コーハンの詳細な研究を評

価している。いずれにしてもこの章で検討した非組合

型労使関係システムは，報酬制度の革新，労使間のコ

ミュニケーションの促進および従業員参加プログラム

の実施，さらに柔軟な作業組織と人的資源配置，すな

わち QWLをとり入れており，それによって高い競争

力を維持しているという。

第 6章は最初に示した三層の労使関係システムとい

う視角から，伝統的な組合型労使関係を擁する企業が

導入しつつある変革を検討する。まず戦略レベルでは，

①産業レベルでの労使委員会，②取締役会への組合代
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表の参加，③トップレベルの意思疎通会議などである。

次に団体交渉レベルでは，①賃金・付加給付に関する

組合側の譲歩交渉，②作業組織や人員配置における柔

軟性の増大を目的とした就業規則の大幅な変更など経

営側の主導権が強化されている。

第 3の職場レベルでの変革が QWLに大きく関って

いる。 QWLは各社独自の名称で呼ばれたり，また事例

によってその内容も異なるが，次の 2点は共通であ

る：

① 労使の敵対的関係の克服，従業員の動機付け，

帰属意識，能力開発の向上のため個人やグループ

の参加を奨励すること。

② 就業規則の簡素化，コストの低減，人的資源管

理の柔軟化のため作業組織を変更すること。

ではこのような QWLの導入は伝統的組合型労使関

係にどのような影轡を与えるであろうか。この問題に

ついては本章では， GM社における1970年代初期のタ

リータウン組立工場の QWL導入事例と， 1970年代終

わり頃から80年代にかけて同社で大々的に導入された

‘作業チーム方式＇とを比較し，初期のプログラムは参加

は自由意思に基づく；生産標準が増大してはならな

ぃ；組合代表がプログラムの監視に当たる；労働協約

および職場慣行に抵触してはならないなど伝統的な組

合型労使関係の枠内に留められていたが， 70年代終わ

り以降の作業チーム方式では，労働協約の内容にまで

踏み込み，伝統的な団体交渉過程を浸食する傾向があ

らわになったという。すなわち，アメリカ自動車産業

の競争力回復に必須の構造革新や技術革新の過程で，

作業組織再編や労働力の弾力的配置を進めるうえで大

きな障害となったのは労働組合による硬直的な職務規

制であるとする経営側は，不況という危機的状況を梃

子として職務分類の削減，先任権の制限，作業量の増

大などワーク・ルールの大規模な変更を組合に認めさ

せ，それによって労働力の効率的利用を図ったのであ

る。

以上みてきたように，本論文は当初労働者の不満解

消，労働の人間化という視点から試行・導入された

QWL諸策が1970年代後半から製品市場における競争

激化のもとで作業組織の柔軟化の手段として新たな性

格を帯びるに至った経過をアメリカ自動車産業を舞台

として具体的に追求した労作である。それは同時にア

メリカの典型的な組合型労使関係システムの童要な変

容の解明，とりわけ非組合型労使関係との比較など斬

新な視角と問題を提供した意欲的な研究となっている。

そもそも伝統的な理論では“非組合型労使関係”とい
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う概念そのものが形容矛盾にも等しく，この問題をと 間行動に対して異なる定義を行っている。そのため，

り上げた著者はその問題提起により所属する学会でも 組織がどのように創造され，変化し，行動し，解体し

高く評価されている。 て行くかの問題に対しても異なった説明を行っている

勿論，労使関係の変容は QWL運動のみによるもの （図 1-2を参照）。

ではないし， 1970年代以降のいわゆる規制緩和以外に しかし各見解はそれ自体としては不完全である。組

政府の労働・労使関係政策や法体系の分析が十分行わ 織変動を理解するためには，部分ー全体の関係，ある

れていないなどの問題はあるが，それらの解明は今後 いは個人レベルと集合レベルとの間と，各レベルにお

の研究に期待されよう。もともと QWLのような研究 ける組織構造と人間行動との間に見られる緊張と矛盾

課題はしばしば局所的な事例研究か，さもなければ抽 をさらに調べる必要がある。

象的な理念論に流れがちであるが，本論文は QWLを 第二章では，第一章で取り上げた問題の中で，集合

企業内労使関係という妥当な枠組みの中に位置付け， レベルとしては構造レベルを，また個人レベルとして

それを経営側の主導のもとで導入された競争力強化の は意味レベルを取り上げ，構造と意味との間の緊張と

ための経営技術であることを明確に規定したという意 矛盾を組織変動の源泉として考え，集合レベル即ちシ

味で極めて有意義な研究である。したがって本論文は ステム次元の変動プロセスを説明した。この場合，自

博士（経済学）の学位を授与するに値すると詔める。 己組織化理論は変動を説明するための基礎となる。

黄在南氏学位授与報告

報告番号甲第18号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成 5年 3月26日

学位論文題名 組織行動と組織変動一組織変動の理論

的考察一

主論文の要旨

組織は静態的な実態ではない。即ち，これらは新し

く出現し，成長し，停滞したりすると同時に，安定化，

移行，変革などを通じて変わっていく動態的な実体で

ある。それでは，このような変化はなぜ，どのように

おこるのか。

この疑問こそ，本稿の大きなテーマである。しかし

残念ながら，このような組織変動のプロセスを理論化

しようとする試みはあまり見られない。組織に関する

現在の主な研究の流れといえば，通常のような学説史

的な研究と横断的な実証研究が大半を占めている。勿

論，これらの研究もそれなりの有意義さを持っている

し，組織変動を対象外にもしていない。しかしこれら

の研究のいくつかの前提と枠組みは，組織変動のプロ

セスを説明するための適切な概念道具の開発にまでは

至っていない。

この問題を検討したのが第一章である。ここでは，

組織と人間行動に関する見解を四っ―システム—

構造の見解，戦略的選択の見解，自然選択の見解，集

合行動の見解 に分類した。各見解は組織構造と人
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自己組織化理論は，システムが自省作用を通じて能

動的に構造変動を始発させるプロセスを強調する。即

ち，自律的であれ人為的であれ，現状以外の適合状態

へ移行する過程において，構造と意味との間のコンフ

リクトを発生させ利用することの重要性を強調する。

しかし組織にコンフリクトー一緊張と矛盾ーーを起こ

しさえすればという規範論に変わってしまっては困る。

従って，組織論の用語で分析的に記述しなおす必要が

ある。そのため，組織ライフサイクル論との結合がは

かられた。組織は成長するに従って，組織有効性の優

先順位も当然変わり，創業期には技術・経済システム

に，成長期には政治システムに，成熟期には「文化」

システムに重点がおかれる。成長としての変動を考え

るならば，組織変動は上で提示した組織有効性の優先

順位の変化として考えられる。このように変動過程を

届1述する事で，ライフ・サイクル理論と自己組織化理

論を接合させる事ができる（図 2-3を参照）。

ところが，コンフリクトの形で現れる既存の構造の

限界は，機能の限界によって認識される。この場合．

意味による自省作用が活性化され，新たな意味が模索

される。しかし組織において，このプロセスは容易で

はない。普通，組織の場合，組織の構造と機能の限界

が認識されたとしても，すぐ楽観的に自省的行為によ

る自省作用が起こる可能性は少ない。即ち，組織内の

意思決定の様式が変わらない限り自省作用は起こりに

くい。例えば，「規範的意思決定」や「合理的意思決定」

が主な意思決定様式として行われる場合は，新たな意

味生成は起こりにくい。また新たな意味が既存の構造

の中に介入して自己の位置を確保したときに，組織の

中で依然として「自省的意思決定」が行われると， I行
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